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令和７年６月１５日執行

中 間 市 長 選 挙

立候補予定者説明会資料



はじめに

この冊子は、令和７年６月１５日執行予定の市長選挙にあたり、候補者

として行わなければならない各種届出や選挙運動に関する注意事項等につ

いて、概要をまとめたものですが、複雑な選挙に関する事項をこの冊子に

まとめることは難しく、記述した内容は、あくまで基本的な事項にすぎま

せんので、ご不明な点等ありましたら、選挙管理委員会におたずねくださ

い。

ただし、個別具体的な事案が選挙運動違反となるのか等については、選

挙管理委員会が判断する立場にありませんので、その点については、十分

ご理解いただきますようよろしくお願いいたします。



１ 開　会

２ 選挙用自動車について

３

４ 立候補届出について

（記入例あり）

５

６

７ 収支報告について

８ 公費負担について

（記入例あり）

９ 確認団体について

１０

次　第

（ 委　員　長 ）

（ 折尾警察署 ）

選挙運動用葉書について （ 郵　便　局 ）

（ 市　選　管 ）

選挙公報について （ 市　選　管 ）

選挙運動について （ 市　選　管 ）

（ 市　選　管 ）

（ 市　選　管 ）

（ 市　選　管 ）

閉　　会



４　　立候補届出について

１ 立 候 補 資 格 １

２ 立候補の届出(届出書類) ２

３ 立候補の辞退 ３

４ 届出書類記載上の注意 ３

５ 供 託 ４

６ 通 称 の 使 用 ５

７ 選挙立会人の届出 ６

７
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６　　選挙運動について

１ ２１

２ 選挙事務所の設置 ２１

３ ２３

４ 拡声機の使用 ２４

５ ２５

６ ２６

７ ２７

８ 新聞広告 ２８

９ 個人演説会 ２８

１０ 街頭演説 ３１

１１ 他の演説会の禁止 ３２

１２ ３２

１３ ３３

目　　次

【立候補届出書類記入例】

掲載文の申請について

掲載文の作成について

公報掲載の順序

選挙運動の期間

選挙運動用自動車の使用

選挙運動用通常葉書

選挙運動用ビラ

選挙運動用ポスター

選挙期日後の挨拶行為の制限

インターネットによる

選挙運動について



３６

３７

３８

７　　収支報告について

１　選挙運動に関する収入、支出と支出制限額 ３９

２　出納責任者の選任 ４０

３　出納責任者の職務 ４２

４　選挙運動費用とみなされない支出 ４３

５　実費弁償及び報酬の額 ４４

６　収支報告書記載上の留意事項 ４４

７　収支報告書の提出 ４６

実費弁償及び報酬の額一覧表 ４８

８　　公費負担について

１　公費負担の対象となるもの　 ４９

２　公費負担の適用条件　 ４９

３　公費負担の手続　 ４９

４　公費負担の限度額(上限額) ５１

５　その他 ５１

公費負担の対象とその限度額 ５２

５３

９　　確認団体について ７４

１　確認団体の要件 ７５

２　確認団体の申請手続 ７６

３　確認団体ができる政治活動 ７７

４　政治団体(確認団体)の収支報告 ８３

【参考】

・候補者用通常葉書使用証明書

・選挙運動用通常葉書差出票

・新聞広告掲載証明書

【公費負担記入例】



４ 立候補届出について
１．立候補資格

・被選挙権の要件 次のすべての要件をそなえていることが必要です。

（１）日本国民であること（戸籍法の適用を受ける者

に限る）。

（２）選挙期日現在、年齢満２５歳以上であること。

（３）市長の被選挙権は当市以外の市町村に住所を有

する者も含みます。

（４）次の事項のいずれにも該当しないこと。

①禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるま

での者

②禁錮以上の刑に処せられその執行を受けること

がなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除

く）

③公職にある間に犯した収賄罪により刑に処せら

れ、実刑期間経過後１０年間を経過しない者。

または刑の執行猶予中の者

④公職選挙法等に定める選挙に関する犯罪によ

り、選挙権、披選挙権が停止されている者

⑤政治資金規正法に定める犯罪により選挙権、被

選挙権が停止されている者

・届 出 の 却 下 立候補の届出があった者が、重複立候補の禁止にふ

れ又は、被選挙権のない者であるため候補者となるこ

とができず、又は候補者であることができない者であ

ることを知ったときは、選挙長はその届出を却下しま

す。

・公務員の立候補制

限

国又は地方公共団体の公務員は、原則として在職の

まま候補者となることはできません。

ただし、単純労務者、臨時又は非常勤の委員、顧問

参与、嘱託員等、及び地方公営企業に従事する職員等

の中には、例外がありますから詳細については、選挙

管理委員会へお問い合わせください。

在職のまま、候補者となることができない公務員が

立候補すると、公務員であることを辞したものとみな

されます。
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２．立候補の届出

・届 出 方 法

・届 出 日

・届 出 時 間

・届 出 先

・受 付

・注 意

・届出書類

本人届出

令和７年６月８日（日）

午前８時30分から午後５時まで

中間市長選挙 選挙長 原田 慶雄 に届け出て

ください。

受付場所は

午前８時30分から午前11時までは

市役所別館地下第１会議室

午前11時から午後５時までは

市選管事務局（市役所本館３階）

受付開始時刻（午前８時30分）前に２人以上の候

補者が届出場所に来た場合又は同時に到着した場合は

受付順序はくじ（２回）で定めます。

（くじを引く順番のくじ及び届出順位のくじ）

使者が届出に来ることはできますが、郵便による届

出はできません。

なお、届出当日は必ず候補者届出書に押印した候補

者の印鑑をご持参下さい。

候補者の印鑑は１個を全ての書類に使用してくださ

い。

（１）本人届出の場合の必要書類

①候補者届書 （記入例) P.7

②供託書正本（候補者の戸籍簿に記載された

氏名で供託したもの）

③宣誓書（他の選挙の候補者となっていない旨を

誓う文書） （記入例） P.8

④所属党派証明書（無所属の場合は不要）

（注）政党については、各政党指定の用紙

で。

⑤戸籍の謄本又は抄本(おおむね3ヶ月以内のもの)
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⑥通称を使用する場合には、通称認定申請書

（記入例） P.9

◎立候補届出書類の事前提出

提出日 ５月２６日(月)まで

持参物 事前審査提出チェック表のとおり

※候補者の印鑑を持参のこと

３．立候補の辞退

・ 立 候 補 者 の 辞 退

の期限

立候補の辞退は立候補の届出日（６月８日午後５

時）（補充立候補の場合その届出締切日）まででなけ

ればできません。

辞退するときは、候補者が文書で選挙長に届け出て

ください。

４．届出書類記載上の注意 （記入例・P.7参照）

・記 載 の 文 字

・候 補 者 氏 名

・本 籍 と 住 所

・生 年 月 日

・党 派

文字は、楷書で正確に記入してください。

数字はアラビア数字と漢数字を使用してください。

候補者の氏名は、楷書で戸籍簿に記載されている氏

名を記入し、ふりがなをつける。

ただし、戸籍名に対応する常用漢字表及び人名用漢

字別表の字体を使用することは差し支えない。

例 實→実 廣→広 榮→栄 壽→寿

こういう場合は通称として扱う必要ありません。

県名から記載し、戸籍や住民票と一致すること。

本籍と住所に地番等数字を記入する場合は漢数字と

アラビア数字を使用して正確に記入してください。

例（本 籍）○○県○○南町１０９５番地

例（住 所）福岡県中間市○○二丁目５番８号

年齢は、選挙期日 令和７年６月１５日現在におけ

る満年齢を記入してください。

例 生年月日が昭和４０年６月１４日

６０歳

（１）所属党派証明書と一致すること。
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５．供 託 ※（立候補届出書には供託書正本を必ず添付）

告示前に現金で <本人>か <使者>が供託する場合（委任状は不要）

・職 業

・届出事項の異動

（２）所属党派証明書がない場合は、無所属と

お書きください。

職業は、可能な限り具体的に記入し、兼職が禁止さ

れている職にある者は、その職名を記入してくださ

い。兼職を禁止されている職にある人はその職名を、

請負等の禁止に関係する人は、その旨を記載してくだ

さい。

届出書に記載した事項に異動を生じた場合には、

直ちに、選挙長に文書で届け出てください。

・供 託 場 所

・供 託 金

・供託書の記載

・供 託 物 の 没 収

・供託は、次の場所で受け付けます。

福岡法務局直方支局 ℡0949‐22‐1144

所在地 直方市新町二丁目１番24号

供託をする場合は、まず法務局（直方支局）に備え

付けの供託書に所要事項を記載し提出、納付書を受領

後、各金融機関のペイジー対応ATMか日本銀行代理店

（福岡銀行飯塚支店）に納付してください。ペイジー

利用の場合は再度法務局に行く必要があります。

・供託は、次の場所でも受け付けます。

福岡法務局北九州支局 ℡093-561‐3542

所在地 北九州市小倉北区城内５番１号(小倉合同庁舎内)

現金を扱うので、その場で供託が可能です。

供託金 市長１００万円 市議会議員３０万円

供託は現金又はこれに相当する額面の国債証書で行

わなければなりません。

法務局で機械処理するため、法務局資料の記載例を

参考に正確に記載してください。

「供託者の住所氏名」は、住民票に記載された住所

（中間市から）及び氏名を□の枠からはみ出さないよ

うに楷書で丁寧に記載してください。

次の場合、供託物は没収されます。

（１）候補者の得票数が次の数に達しないとき
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６．通称の使用

・供 託 物 の 返 還

１

１０

※端数計算は、小数点以下第３位までとし、

第４位以下は切り捨てます。

（２）候補者たることを辞した場合や候補者となる

ことのできない公務員になった場合など。

供託物の没収点以上の得票数を得た者に対しては、

選挙及び当選の効力が確定した後供託書を返還しま

す。 （選管より通知します。）

・通称使用の申請

・氏名に代わるもの

の場合

・氏名をかな書き等

にする場合

・対応する漢字に

置きかえる場合

通称による立候補は認められていないが、その代わ

り通称がある場合、通称使用の申請をして認められれ

ば立候補の届出の告示、新聞広告、投票所内の氏名掲

示に本名に代えて通称の使用が許されます。

通称認定申請書は、立候補届出書に添付して候補者

名で提出すること。（記入例 P.9）

① 戸籍簿に記載された氏名に代わるものとして

使用し、広く選挙人に知られているような場合に

は 、 通 用 し て い る こ と を 証 す る に 足 り る 資 料

（名刺等）を提示しなければなりません。

例 (本名)「当選 大吉」を「十千 大吉」などと

する場合

② 戸籍上の氏名を通常の読みに従って、ひらがな

又はカタカナ書きとする場合にも、通称認定申請書

を提出してください。この場合には資料の提示の必

要はありません。

例 ｢当選 大吉｣を「とうせん 大吉」、「トウセン

大吉」、「とうせん だいきち」などとする場合

③ 戸籍上の氏名として用いている漢字を常用漢字表

や人名用漢字別表に掲げられているそれに対応する

漢字に置きかえる場合は通称認定申請の必要はあり

ません。

有 効 投 票 数 × ＝ 没収点
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７．選挙立会人の届出

・通 称 使 用 認 定

例 實→実 廣→広 榮→栄などとする場合

通称認定申請が認められた場合は、認定書の交付を

受けなければなりません。（選挙長より届出日に）

・選 挙 立 会 人

・選挙立会人の届出

・選挙立会人の選定

中間市は選挙会の区域と開票区の区域が同一である

ため開票事務は、選挙会の事務と合わせて行います。

したがって、開票立会人は存在せず、選挙立会人が開

票事務に立ち会います。

候補者は、選挙会に立ち会わせるために、市の選挙

人名簿に登録されている者１人を、本人の承諾を得て

選挙の期日前３日（６月12日）までに中間市の選挙長

へ届け出ることができます。

届出のあった立会人が10人を超えるときは、届出が

あった者の中から10人をくじで定めます。なお同一の

政党その他の政治団体に属する公職の候補者の届出に

係る選挙立会人が3人以上あるときは、その者の中から

くじで2人を定めます。

このくじは、候補者又はその代理人が立会うことが

できます。

（６月12日 午後５時10分 市選管事務局）

※お願い

選挙立会人の届出については、報酬の支払の関係が

ありますので、立候補届出の日に提出をお願い致しま

す。
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（記 入 例）

中間市長選挙候補者届出書（本人届出）

上記のとおり関係書類を添えて立候補の届出をします。

令和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

中 間 市 長 選 挙

選 挙 長 原 田 慶 雄 殿

（ふ り が な） とうせん だいきち

性別 男
候 補 者 当 選 大 吉

本 籍 福岡県○○市南町△□番地

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

生 年 月 日 昭和○○年 △月 □□日 （ 満 ○○ 歳 ）

党 派 （無ければ）無所属 職業 ○○株式会社 社長

一のウェブサイト等のアドレス
http://www.○○○-○○○.jp/

選 挙 令和７年６月１５日執行 中 間 市 長 選 挙

添 付 資 料

１ 供 託 書

２ 宣 誓 書

３ 所属党派証明書

４ 戸籍の謄本又は抄本

（５ 通称認定申請書）

すべての届出に同一の

印鑑を使用して下さい。

ブロック体で記載
して下さい。

ひらがなで記載し
て下さい。

戸籍記載のとおり
記載して下さい。

6月 15日現在にお
ける満年齢です。

戸籍記載のとおり
記載して下さい。

「2-5-8」と記載せず「二丁目
5番 8号」と記載して下さい。

「会社社長」「団
体役員」など省
略せず具体的な
名称を記載して
下さい。職業が
2 以上ある場合
は、そのうち主
なものをひとつ
記載して下さ
い。

事前に準備して
おく必要があり
ます。
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（記 入 例）

宣 誓 書

私は、公職選挙法第８６条の８第 1 項、第８７条第 1 項、第２５１

条の２又は第２５１条の３の規定により、令和７年６月１５日執行の

中間市長選挙において候補者となることができない者でないことを誓

います。

令和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

住民票のとおり記載して下さい。

ここは必ず立候補予定者

（本人）が自署して下さい。

披選挙権のない者

等の立候補の禁止

重複立候補等の禁

止

総括主宰者、出納責任

者等の選挙犯罪により

公職の候補者等であっ

た者の当選無効及び立

候補の禁止

組織的選挙運動管理者等の選挙犯罪

による公職の候補者等であった者の

当選無効及び立候補の禁止
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（記 入 例 ）

通 称 認 定 申 請 書

( ふ り が な ) と う せ ん だ い き ち

候 補 者 氏 名 当 選 大 吉

( ふ り が な ) だ い き ち

呼 称 とうせん 大 吉

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙において、公職選挙法施行

令第８９条第５項において準用する第８８条第８項の規定により上記

の呼称を通称として認定されたく申請します。

令和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

中 間 市 長 選 挙

選 挙 長 原 田 慶 雄 殿

備 考 この申請書を提出するときは、あわせて当該呼称が戸籍簿に記載された氏名に代わる

ものとして、広く通用していることを証するに足りる資料を提示しなければならない。
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（記 入 例）

令和７年６月８日

中間市選挙管理委員会

委員長 原田 慶雄 様

候補者

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

選 挙 事 務 所 設 置 届

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙における選挙事務所を上記のとおり設置

したので、届け出ます。

※選挙の当日は投票所から 300m 以内に設置できないため（公職選挙法第 132 条）、

移動するか閉鎖の必要がある場合、異動届の提出が必要となります。

所 在 地
中間市□△三丁目２８番５号

TEL（093）×××－××××

設 置 年 月 日 令和 ７年 ６月 ８日

候 補 者 氏 名 当選 大吉
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（記 入 例）

令和 ７ 年 ６ 月 １４ 日

中間市選挙管理委員会

委員長 原田 慶雄 様

候補者

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

選 挙 事 務 所 異 動 届

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙における選挙事務所を上記のとおり異動

したので、届け出ます。

※選挙の当日は投票所から 300m 以内に設置できないため（公職選挙法第 132 条）、

移動するか閉鎖の必要がある場合、異動届の提出が必要となります。

旧 所 在 地 中間市□△三丁目２８番５号

新 所 在 地
閉 鎖

TEL（ ） －

異 動 年 月 日 令和 ７ 年 ６ 月 １４ 日

候 補 者 氏 名 当 選 大 吉

（閉鎖の場合）
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（記 入 例）

令和 ７年 ６月 ８日

中間市選挙管理委員会

委員長 原田 慶雄 様

候補者

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

出 納 責 任 者 選 任 届

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙における出納責任者を上記のとおり選任し

ましたので、届け出ます。

出納責任者氏名 出納 花子

住 所
中間市□△三丁目28番５号

（電話 093－×××－××××）

職 業

（記入例）

製造業パート ※なければ無職と記入してください。

生 年 月 日 昭和〇〇年 △月 □□日

選 任 年 月 日 令和 ７年 ６月 ８日

候 補 者 氏 名 当 選 大 吉
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（記 入 例）
令和 ７ 年 ６ 月 １０ 日

中間市選挙管理委員会

委員長 原田 慶雄 様

候補者

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

出 納 責 任 者 異 動 届

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙における出納責任者を上記のとおり異動し

たので、届け出ます。

※解任又は辞任による場合は、解任又は辞任の通知があったことを証する書面を添付す

ること。

旧 出 納

責 任 者

氏 名 出納 花子

住 所
中間市□△三丁目28番５号

（電話 093－×××－ ××××）

新 出 納

責 任 者

氏 名 支払 一郎

住 所
中間市○●一丁目５番５号

（電話 093－×××－××××）

職 業 無 職

生年月日 昭和●●年 ×月 ××日

異 動 年 月 日 令和 ７ 年 ６ 月 10 日

異 動 の 理 由 前任者体調不良のため

候 補 者 氏 名 当 選 大 吉
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（記 入 例）

届 出 書

公職選挙法第 197 条の２第２項の規定により報酬を支給する者を次のとおり届

出をします。

令和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

中間市長選挙候補者 当 選 大 吉 ㊞

中間市選挙管理委員会委員長 原 田 慶 雄 様

記

備 考 １ 「使用する者の別」の欄には、選挙運動のために使用する事務員にあっては「事務員」

と、専ら公職選挙法第１４１条第 1 項の規定により選挙運動のために使用される自動車

又は船舶の上における選挙運動のために使用する者にあっては「車上運動員」と、専ら

手話通訳のために使用する者にあっては「手話通訳者」と記載するものとする。

２ 既に届け出た者につき、その者に係る使用する期間中、その者に代えて異なる者を届

け出る場合においては、その旨を「備考」の欄に記載するものとする。

※ 市 長 選 挙：１日１２人以内 延８４人以内（異なる人員は６０人まで）

市議会議員選挙：１日 ９人以内 延６３人以内（異なる人員は４５人まで）

氏 名 住 所 年齢 性別 使用する者の別 使用する期間 備考

Ａ山 Ｂ子
中間市●△二丁目

５番８号
４０ 女 車上運動員

令和 7 年 6 月 ８日から

令和 7年 6 月 14 日まで

Ｃ山 Ｄ男
中間市□×一丁目

２３番５号
６５ 男 事務員

令和 7 年 6 月 8 日から

令和 7年 6 月 14 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで
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中間市長選挙候補者 当 選 大 吉 ㊞

氏 名 住 所 年齢 性別 使用する者の別 使用する期間 備考

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで

令和7年 月 日から

令和7年 月 日まで
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（記 入 例）

選挙立会人となるべき者の届出書

立会人となるべき者

住 所 中間市××四丁目１番１号

氏 名 甲 山 乙 男

昭和 ×△ 年 ●× 月 △○ 日 生

選 挙 令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

上 記のとおり本人の承諾を 得 て 届 出 を し ま す。

令 和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

中間市長選挙候補者（ 党 派 無 所 属 ）

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

中 間 市 長 選 挙

選 挙 長 原 田 慶 雄 様

承 諾 書

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙における選挙立会人となるべき

ことを承諾します。

令 和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

住 所 中間市××四丁目１番１号

氏 名 甲 山 乙 男 ㊞

候 補 者 当 選 大 吉 様
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（記 入 例）

公営施設使用の個人演説会開催申出書

令和７年６月１５日執行の中間市長選挙のため次のとおり個人演説会を

開催したいので申し出ます。

令和 ７ 年 ６ 月 ８ 日

候補者住所 中間市●△二丁目５番８号

党 派 無 所 属

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

中間市選挙管理委員会委員長 原 田 慶 雄 様

記

備 考 １ 開催の都度、１回ごとに申出をしなければならない。

２ 日時を変更するときも新たな申出をしなければならない。

開 催 の 日 時 令和７年６月 10 日 午 ６時３０分から 午 ８時００分まで

使用する施設の名称 なかまハーモニーホール

使用に要する費用の区分

(上記施設を使用した回数)
無料（１回目） ※2回目以降は有料

前回申出をした月日 令和 年 月 日

演説をする者の氏名 当 選 大 吉

自ら設備を加える程度

種 類 個 数 そ の 他 必 要 な 事 項

前

後

前

後
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５ 選挙公報について

１．掲載文の申請について

(1) 申請の期限

５月２２日（木）までに必ずお持ちください。

※印刷及び早期に配布する必要がありますので、ご協力ください。

(2) 提出書類

ア 選挙公報掲載申請書 １通

イ 掲載文原稿（選管交付の原稿用紙を使用したもの）１通

ウ 候補者の写真 １枚

①当該選挙の期日前６ヶ月以内に撮影したもの

（無帽、正面向き、上半身、無背景のもの）

②サイズはＬ（縦12.7cm、横8.9cm）

③裏面に氏名及び撮影年月日を記載したもの

※以下は電磁的記録を提出する場合のみ

エ 選挙公報掲載文を記録した電子データ

①PDF/X-1a形式（アウトライン化したもの）

②サイズは縦11cm、横16cm

オ 候補者の写真画像データ（JPEG形式）

①ファイル名に氏名、撮影年月日を記載

②サイズは縦12.7cm、横8.9cm程度

CD-Rに記録し、候補者名を媒体に記載して提出してください。

◎電磁的記録を提出する場合においても、イ、ウの提出をお願いしま

す。

(3) 書類提出の要領等

ア 提出書類は、候補者又はその代理人（内容の理解している人）が持

参してください。(郵送等で送付しないこと）

また、書類を提出するときには、提出する書類の訂正をされる場合

も考えられるので、候補者の印鑑を持参ください。

イ 提出された掲載申請に関する書類は一切お返ししません。

２．掲載文の作成について

掲載文の原稿には、次の要領により候補者の氏名、経歴、政見等を記
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載してください。

掲載文に、図、イラストレーション類を記載することができます。

（図、イラスト類の占める面積は、おおむね２分の１を超えることのな

いようにしてください。）。

なお、選挙公報は、提出された原稿をそのまま写真製版により黒色で

印刷しますので、その体裁や字の大きさ等を十分に検討して作成してく

ださい。

(1)原稿用紙の使い方

ア 原稿用紙は、市選管が指定した原寸版を交付しますので、それに

記載してください。

イ 原寸版の原稿用紙をそのままの大きさで選挙公報に記載されます。

ウ 掲載文は、必ず縦書きで記載してください。（ただし、氏名欄に

年齢を記載する場合は除きます。）

（例 年齢は○○歳と記載）

例

エ 原稿用紙の枠内いっぱいに記載することは自由ですが、上下左右に

少しあきをとった方が見やすくなります。

オ 掲載文は枠内に記載してください。枠外に記載された分は掲載され

ません。

カ 原稿用紙の右上隅の写真欄には、候補者の写真を掲載しますので、

何も記載しないでください。（写真は、裏面に氏名及び撮影年月日を

記入し、クリップで傷つけないようにとめて提出してください）

キ 氏名欄には通称使用の認定を受けた場合においては、その通称名を

使用するとともに、氏名にふりがなをし、所属党派名や年齢・職業を

記載することができます。

ク 原稿用紙の黄色の線は選挙公報には写りません。方眼の枠は記載に

写

真

掲

載

文

・

縦

書

き

氏

名

○○歳

イラスト
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当たって便宜上引かれたものですので、方眼の枠に捕らわれる必要は

ありません。

ケ 原稿用紙を汚したり、折りたたんだりすると、写真製版により選挙

公報に記載したときに汚れとなってそのまま写りますので、そのよう

なことのないよう取扱いに注意してください。

(2)記載用具の種類

ア 記載用具は、活字、ペン又は毛筆を用いて、必ず黒色で記載してく

ださい。（ボールペンの場合印刷が不鮮明になりますので使用しな

いでください。）

イ 鉛筆、クレヨンは使用できません。ボールペン、フェルトペン、

マジックペンは使用しないでください。

３．公報掲載の順序（市選管がくじで定めます。）

候補者 ㊞

※掲載文については、候補者はその責任を自覚し、他人の名誉を傷つけ

若しくは善良な風俗を害し、又は特定の商品の広告その他営業に関する

宣伝をする等、いやしくも選挙公報としての品位を損なう事項を記載し

ないようにしてください。

（
例
１
活
字
の
場
合
）

一
、
少
子
高
齢
化
社
会
へ
の
対
応
と
福
祉
行
政
の
充
実
に

努
め
ま
す
。

一
．
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
福
祉
の
向
上
に
、
努
め
ま
す
。

（
例
２
ペ
ン
の
場
合
）
私
の
公
約

一
、
今
春
行
わ
れ
る
各
種
の
選
挙
に
お
い
て
は
、
事
前
運
動
、
買
収
供
応

な
ど
は
、
も
ち
ろ
ん
の
こ
と
、
そ
の
他
一
切
の
違
法
行
為
を
な
く
し

明
る
い
選
挙
を
実
現
す
る
た
め
全
力
を
挙
げ
る
決
意
で
あ
り
ま
す
。

二
、
有
権
者
、
立
候
補
予
定
者
お
よ
び
そ
の
関
係
者
が
法
を
守
る
こ
と
を

誓
い
ま
す
。

（
例
３
毛
筆
の
場
合
）

私
は
立
候
補
に
際
し
、
右
声
明
書
の
の
趣
旨
に
の
っと
り

明
る
く
正
し
い
選
挙
を
行
な
う
こ
と
を
誓
い
ま
す
。

写

真

中
間
市
長
選
挙
候
補
者

無

所

属

だ

い

き

ち

と

う

せ

ん

大

吉

60歳（齢は横書）

選挙公報掲載分原稿用紙 記 載 見 本
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６ 選挙運動について

１．選挙運動の期間

２．選挙事務所の設置

・選挙運動の期間

・立候補準備行為等

選挙運動は、立候補の届出が終わってから、選挙

期日の前日までの間だけ許されており、それより前

又は後の選挙運動は禁止されています。

立候補届出前の選挙運動は事前運動として禁止さ

れ、違反者には罰則が適用されます。

しかし立候補の準備行為は選挙運動とは言いがた

く従って許されるものと解されています。

準備行為の主なものとしては、次のようなものが

あります。

（１）政党の公認を求める行為

（２）選挙事務所借入れの内交渉

（３）出納責任者､運動員､労務者等の就任､雇入れ

の内交渉

（４）演説会場借入れの内交渉

（５）ポスター､立札､看板等をあらかじめ作成する

こと等

（注）これらの行為は、当選を目的とし投票を

得るための行為ではないと一般的に認められ

るから許されるのですが、こうした行為であ

っても、選挙人を対象として投票を得ようと

する行為がそこに介在すれば事前運動となり

ます。

・設 置 数 候補者は、選挙事務所を設置することができま

す。設置数は１箇所に限られています。

したがって休憩所その他これに類する設備、たと

えば連絡所等は、選挙運動のために設けることは禁

止されています。
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・移 動

・設置及び異動届

・投票日当日の特例

・選 挙 事 務 所 に

掲示できるもの

選挙事務所は１日につき１回しか移動（廃止に

伴う設置を含む。）できません。

選挙事務所を設置したときは、その旨を文書（記

入例P.10）によって届け出てください。

設置届は立候補届出と同時に提出してください。

異動届（記入例P.11）は、異動の都度、直ちに選

挙管理委員会委員長あてに、届け出てください。

投票所の入口から半径300mの円内にある選挙事務

所は、投票日当日には設置することは出来ませんか

ら、前日までに閉鎖もしくは移動する必要がありま

す。閉鎖もしくは移動に際しては、選挙事務所異動

届を選挙管理委員会に提出してください。

閉鎖する場合には、選挙事務所であることを明示

する看板等は撤去もしくは覆い隠すなどの対処が必

要です。

選挙事務所を表示するためのポスタ－、立札、

看板、ちょうちんの類

ポスタ－、立札、看板の類 通じて３枚以内

規格は、３５０㎝×１００㎝以内

ちょうちんの類 １個

規格は、（高さ８５㎝×直径４５㎝以内）

これらは、投票所を設けた場所の入り口から３００

ｍ以外の区域に限って選挙当日も選挙事務所に掲示

しておくことができます。
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３ 選挙運動用自動車（船舶）の使用

・使 用 で き る 数

・表 示 板 の 掲 示

・車上での演説等

・使用できる自動

車の種類等

・自動車（船舶）

に取り付けられ

るもの

主として選挙運動のために使用できる自動車又は

船舶は候補者１人につき１台又は１隻に限られます。

選挙運動用自動車、船舶には、選挙管理委員会が

交付する表示板を掲げていなければなりません。

停止した車上で選挙運動のための演説ができます

（運行中はできません。）

使用できる自動車は、構造上宣伝を主たる目的と

したもの以外のもので、次のものに限られます。

○ 乗車定員１０人以下の乗用自動車（二輪自動車

以外のものについては、上面、側面又は後面の

全部又は一部が構造上開放されているもの及び

上面の全部又は一部が構造上開閉できるものを

除く。）

○ 乗車定員４～１０人の小型自動車（上面、側面

又は後面の全部又は一部が構造上開放されている

もの及び上面の全部又は一部が構造上開閉できる

ものを除く。）

○ 車両重量２トン以下の四輪駆動車（上面、側面

又は後面の全部又は一部が、構造上開放されて

いるものを除く。）

(1) ポスタ－、立札、看板の数、記載内容の制限

はない。ただし、１枚の規格は、

それぞれ ２７３㎝×７３㎝以内

(2) ちょうちん １個

規格は、高さ８５㎝、直径４５㎝以内
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４ 拡声機の使用

・使 用 で き る 数

・表 示 板 の 取 付

拡声機一揃

個人演説会（演説を含む）の開催中、その会場で

別に一揃を使用できます。

選挙管理委員会が交付する表示板をつけなければ

なりません。

ただし、個人演説会（演説を含む）で使用する

拡声機一揃については表示がなくても使用できま

す。

・積 載 の 制 限

・乗 車 人 員 等

・腕 章 の 着 用

・連 呼 行 為

自動車に立札、看板等を取り付ける場合は、その

積載方法により、あらかじめ出発地を管轄する警察

署長の許可が必要になる場合があります。

詳しくは「道路交通法の規定による設備外積載許

可及び制限外積載許可の申請要領について」をお読

み下さい。

候補者、運転手（運転手は１人に限る）及び船員

を除き、１台につき４人以内。

なお、自動車の定員を超えて乗車することはでき

ません。

この４人は、選挙管理委員会が交付する乗車

（船）用腕章を着けなければなりません。

候補者、運転手は着ける必要はありません。

午前８時から午後８時までの間に限り連呼行為が

できます。

ただし、学校、病院、診療所その他の療養施設の

周辺では静穏を保持しなければなりません。
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５ 選挙運動用通常葉書

・使用できる枚数

・使 用 証 明 書 の

提示

・選 挙 用 の 表 示

・葉書の差し出し

選挙運動のために頒布することのできる枚数は

市長候補者１人につき８，０００枚の通常葉書に

限られます。

この葉書は無料で、郵便物配達事務を取り扱う

日本郵便株式会社八幡南郵便局で、選挙運動の期間

内に限り、貰い受けることができます。

この場合には、立候補者届出の際選挙長が交付

する「候補者用通常葉書使用証明書」（P.36）を提

示してください。

(1) 立候補者は法定枚数の選挙運動用葉書の全部又

は一部を貰い受けないで、その枚数に限り手持ち

の通常葉書を使うこともできます。この場合は選挙

用表示をする部分（左上７㎝×３.５㎝）を空白に

しておいてください。

(2) 書き損じたり、破れたりした葉書は、表示をうけ

た日本郵便株式会社八幡南郵便局に提出しその枚数

だけ別の通常葉書を使用できます。この場合には、

あらためて表示を受けることになります。その場合

にも「候補者用通常葉書使用証明書」が必要です。

(1) 選挙運動用の葉書は上記証明書のほか「選挙運

動用通常葉書差出票」（P.37）を添えて、郵便物の

配達事務を取り扱う日本郵便株式会社八幡南郵便局

の窓口に提出してください。

(2) 名あての記載が不明暸な場合などで、配達不能と

なり、いったん差出人に返された選挙運動用葉書は

表面の見やすいところに「再差出し」と朱記する

か、再差出しであることを明らかにして、普通の選

挙運動用の葉書と同様に差し出すことができます。
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６ 選挙運動用ビラ

・第三者の利用

・文書図画の頒布

禁止

（ただし、制限枚数内でなければなりません）

(3) 選挙運動用の葉書は、書留、速達又は特殊取扱

として差し出すことはできません。

選挙期日に切迫して差し出した場合、選挙運動期

間内に配達されないこともありますから、ご注意願

います。

第三者が推薦状を出そうとする場合は、候補者か

ら選挙運動用の葉書を貰い受け、それを使用するこ

とはできますが、普通の葉書や封書を利用すると違

反になります。

文書図画の頒布（多数人に配布すること）は選挙

運動用の葉書や選挙運動用ビラのほかは一切できま

せん。従って電報等による投票依頼はできません。

また、回覧板、看板、プラカ－ド等を多数の者に回

覧させることは頒布とみなされ違反になります。

・届出

・頒布できる種類

・頒布できる枚数

・ビラの規格

・証紙の貼付

・記載事項

「選挙運動用ビラ届出書」に頒布するビラを添えて

提出して下さい。

市の選挙管理委員会に届け出た２種類以内

候補者１人につき１６，０００枚

長さ２９.７ｃｍ 幅２１ｃｍ（Ａ４判）以内

当該ビラには、市の選挙管理委員会が交付する

証紙を貼らなければ頒布することができません。

①頒布責任者の氏名及び住所

②印刷者の氏名及び住所（法人にあっては名称

及び所在地）

-26-



７ 選挙運動用ポスタ－

・記載内容

・頒布方法

（①～④だけ）

この方法以外不

可

ビラの記載内容については、制限がないため、

施策の宣伝や直接投票依頼のためなどに使用する

ことができるが、虚偽事項や利害誘導等の罰則に

触れるようなことは記載できません。

①候補者の選挙事務所における頒布

②個人演説会の会場内における頒布

③街頭演説の場所における頒布

④新聞折込（有料）

・ポスタ－の掲示

・規 格

・掲 示 箇 所

・記載事項について

選挙運動用ポスタ－は、選挙期日の告示の日から

ポスタ－掲示場（市内７５ヶ所）に各１枚に限り

掲示することができます。証紙の貼付又は検印は

不要です。

規格は４２㎝×３０㎝以内です。

ポスタ－を掲示できるのは、掲示場の区画にあら

かじめ付してある番号と立候補届出順位番号と一致

する箇所です。（立候補届出順位番号５番の場合は

掲示の５と表示してある掲示区画に掲示する。）

したがって、他の候補者の掲示できる箇所に掲示した

場合は撤去されます。

なお、ポスターは期間中の貼り替えや修正は自由

ですし、選挙当日でも掲示しておくことができます

が、投票日当日には貼り替えなどはできません。

ポスターには、その表面に掲示責任者及び印刷者

の氏名(法人にあっては名称)及び住所を記載しなけ

ればなりません。

また、法改正により令和７年５月２日から内容が

追加されております。
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８ 新 聞 広 告

９ 個 人 演 説 会

①候補者の氏名を、見やすいように記載しなければ

なりません。

②他人若しくは他の政党その他の政治団体の名誉を

傷つけ若しくは善良な風俗を害し又は特定の商品

の広告その他営業に関する宣伝をする等いやしく

もポスター掲示場に掲示されるポスターとして品

位を損なう内容を記載してはなりません。

罰則も追加されております。

①ポスター掲示場に掲示したポスターその他の文書

図画において特定の商品の広告その他営業に関す

る宣伝をした者は、100万円以下の罰金に処され

ます。

・回 数

・掲 載 手 続

・規 格

候補者は、選挙運動の期間中２回新聞広告（内

容は自由）をすることができます。新聞（有償販売

されるもの）はどの新聞でも構いません。

この新聞広告は、立候補届出の際交付される

「新聞広告掲載証明書」（P.38）を掲載文とともに

新聞社に申し込むことになっており、広告料は有料

です。

通称が認定された場合は通称名で原稿を書いて

ください。

広告のスペ－スは横９.６㎝、縦２段組以内と

されており、記事下で、色刷は認められません。

なお、投票日当日の新聞には広告できません。

個人演説会には、公営施設を使用して行うもの
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・公営施設使用の

個人演説会

・申 出 手 続

とそれ以外の施設を使用して行うものがあり、公

営施設を使用して行う場合には一定の手続が必要

です。

公営施設使用の個人演説会とは、次の各施設を

使用して行うものをいいます。

(1) 学校及び公民館

(2) 地方公共団体の管理する公会堂

(3) 当市選挙管理委員会の指定した施設

上記の施設を使用して、個人演説会を開催しよ

うとする候補者は、開催すべき日前２日午後５時

までに、「公営施設使用の個人演説会開催申出

書」（記入例 P.17）で、当市選挙管理委員会に

申し出なければなりません。

なお、同一施設については、同時に２以上の個

人演説会の開催申出はできません。また、既に申

し出た使用の日を経過しない間に新たな申出をす

ることはできません。

同一施設を同一日時に使用したい旨の２以上の

申出があったときは、先に申し出た者を優先させ、

申出が同時の時は、その施設を既に使用した回数の

少ない者を優先させ、使用回数が同じときは、くじ

で定めます。

この場合、開催できなくなった候補者には、選

挙管理委員会が直ちに通知します。

以上のような手続によって開催申出があった場

合には、選挙管理委員会は、申出があった旨を直

ちにその施設の管理者に通知します。

なお、開催申出の撤回は、開催日の２日前まで

可能です。その場合には、次の様式により届け出

てください。
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個人演説会開催申出の撤回届書

年 月 日開催申出の個人演説会を次のとおり

撤回したいので届け出ます。

施 設 名 開 催 予 定 日 時 備 考

月 日

時から 時まで

年 月 日

中間市選挙管理委員会委員長 殿

○○選挙

候補者 ㊞

・施 設 の 使 用 料

・施設使用時間の

制限

公営施設を利用する個人演説会における施設の

使用料については、候補者１人につき、同一施設

ごとに１回だけは無料です。２回目以降は有料で

すから、候補者は施設の使用ができる旨管理者から

通知を受けたときは、所定の費用を施設の管理者に

納付してください。

個人演説会の公営施設を使用する時間は、１回

につき５時間以内（準備及びあと片付けを含む）

という制限があります。また、施設における個人演

説会開催に必要な設備は、管理者において準備しな

ければならないことになっていますが、候補者の負

担で他の必要な設備を準備することもできます。

選挙管理委員会には、各施設の使用可能予定表が

用意されています。

また、各施設により使用終了時間等に制限があり

ますので、公営施設を使用する個人演説会に関する

詳細は、選挙管理委員会にお問い合わせください。
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10 街 頭 演 説

・公営施設以外の

個人演説会

・演 説 で き る 者

・録 音 盤 の 使 用

・会場の中に掲示で

きるもの

・会場の外に掲示で

きるもの

・拡 声 機 の 使 用

公営施設以外で個人演説会を開催するときは、候

補者は開催しようとする施設の管理者の承諾を得て

開催でき、選挙管理委員会への申出は不要です。

候補者はもちろん、候補者以外の者も候補者の

ための演説ができます。

録音盤を使用して演説することもできます。

演説会の開催中、次のものが掲示できます。

(1）ポスター、立札、看板の類（規格制限なし）

(2）ちょうちん １個

規格は、高さ８５㎝、直径４５㎝以内

(3）屋内の演説会の開催中、その演説会の開催中掲

示する映写等の類

(1) ポスタ－、立札、看板の類を通じて２以内

規格は、２７３㎝×７３㎝以内

(2) ちょうちん １個

規格は、高さ８５㎝、直径４５㎝以内

個人演説会（演説を含む）の開催中その会場に

おいて一揃を使用することができます。

・標 旗 の 掲 出

街頭演説とは、街頭又はこれに類似する場所にお

いてする演説をいいます。（屋内から街頭に向かっ

てする演説もできます。）

街頭演説は、演説者（候補者に限りません）がそ

の場所にとどまり、立候補届出のとき選挙管理委員

会が交付する標旗（候補者１人につき１本）を掲げ

ていなければ行うことができません。
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11 他の演説会の禁止

12 選挙期日後の挨拶行為の制限

・録 音 盤 の 使 用

・選挙運動員数の

制限

・時 間 の 制 限

・特定の建物及び施

設における演説等

の禁止

録音盤を使用して演説することができます。

街頭演説会において選挙運動員（候補者及び選挙

運動用自動車の運転手１人、船舶の船員を除く）は

１５人以内に限られ、これらの者は選挙運動用腕章

（候補者1人につき11枚交付）又は乗車（船）用

腕章（候補者１人につき４枚交付）を着けていなけ

ればいけません。

街頭演説は、午前８時から午後８時までしか行う

ことができません。また、長時間にわたり同一場所

にとどまることのないよう努めなければなりませ

ん。

次に掲げる建物及び施設では演説及び連呼行為を

行うことはできません。

(1) 国、地方公共団体が所有し、又は管理する建物

（公営住宅を除く）

(2) 汽車、電車、乗合自動車、船舶（選挙運動に

使用する船舶を除く）及び停車場、その他鉄道

用地内

(3) 病院、診療所その他の療養施設

・個人演説会以外

の演説会の禁止

個人演説会を除くほか、選挙運動のためにする

演説会は、いかなる名義でも開催できません。候補

者以外の者が２人以上の候補者の合同演説会を開催

することも禁止行為に当たります。

・選挙期日後の挨

拶行為の制限

何人も、選挙の期日（無投票の場合は、無投票に

ついての告示の日）後において、（選挙期日にあっ

ても投票終了後は含まれる）当選又は落選に関し、
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13 インターネットによる選挙運動について

(1) ウェブサイト等を利用する方法

インターネット等を利用する方法のうち、電子メール以外のもので、

ホームページ、ブログ、SNS(X(旧 Twitter)、フェイスブック、ライン

等 )、動画共有サービス(YouTube、ニコニコ動画等)、動画中継サイト

(Ustream、ニコニコ動画の生放送等)等があります。

(２)電子メールを利用する方法

SMTP方式又は電話番号方式(SMS)の電子メールを利用する方法があり

ます。

(３)ウェブサイト等を利用する方法による文書図画の頒布

①表示義務

選挙運動のために使用する文書図画を掲載するウェブサイト等には、

電子メールアドレス等、直接連絡を取ることができるもの(返信フォ

ームのURL、SNSのユーザー名等)を表示しなければなりません。

②選挙期日当日の取扱い

選挙人に挨拶する目的をもって、次に掲げる行為を

することはできません。

(1) 選挙人に対し戸別訪問をすること。

(2) 文書図画を頒布又は掲示すること。

ただし、自筆の信書すなわち肉筆で書かれた

はがきや封書を出すことや、当選祝辞又は落選

見舞等の答礼のためにする信書を出すことは、

構いません。

(3) 新聞紙や雑誌を利用すること。

(4) 放送設備を利用して放送すること。

(5) 当選祝賀会その他の集会を開催すること。

(6) 自動車を連ね又は隊伍を組んで往来する等によ

り気勢を張る行為をすること。

(7) 当選したお礼に、当選人の氏名又は政党等の名

称を言い歩くこと。
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ウェブサイト等に掲載された選挙運動用文書図画は、選挙期日当日

もそのままにしておくことができますが、当日の更新はできません。

(４)電子メールを利用する方法による文書図画の頒布

①頒布できる者

市長選挙においては、候補者及び確認団体、市議会議員一般選挙で

は候補者に限って行うことができます。一般有権者は禁止されていま

す。

②送信先の制限

送信可能な対象者

・あらかじめ同意した者

・政治活動用電子メールを継続的に受信しており、選挙運動用メール

の送信通知を拒否しなかった者

③記録保存義務

以下の記録を保存しておかなければなりません。

ア あらかじめ同意した者

・自ら電子メールアドレスを通知したこと

・選挙運動用電子メールの送信を求め、同意があったこと

イ 政治活動用電子メールを継続的に受信しており、選挙運動用メ

ールの送信通知を拒否しなかった者

・自ら電子メールアドレスを通知したこと

・継続的に政治活動用電子メールの送信をしていること

・選挙運動用電子メールの送信をする旨の通知をしたこと

④表示義務

電子メールを利用し文書図画を頒布する者は、当該文書図画に次の

事項を正しく表示しなければなりません。

・電子メールである旨

・電子メール送信者の氏名・名称

・電子メール送信者に対し送信拒否通知を行うことができる旨

・送信拒否通知を行う際に必要となる電子メールアドレスその他の

通知先
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(５)有料インターネット広告

①禁止される有料インターネット広告

ア 候補者・確認団体の氏名・名称又はこれらの類推事項を表示し

た広告

イ 候補者・確認団体の氏名・名称又はこれらの類推事項が未表示

の広告で、選挙運動用ウェブサイト等に直接リンクした選挙運動

期間中の広告

②確認団体による有料インターネット広告

確認団体については、①アに該当するものを除き、選挙運動期間中、

当該団体の選挙運動用ウェブサイト等に直接リンクする広告を掲載す

ることができます。

-35-



第 号

候補者用通常葉書使用証明書

候補者氏名

上記の者は、令和７年６月１５日執行の中間市長選挙の候補者で

あって、公職選挙法第１４２条第 1項の規定による通常葉書を使用

することができる者であることを証明する。

令和７年 月 日

中間市長選挙 選挙長 原 田 慶 雄 印

選挙用の表示をする日本郵便株式会社の郵便局名 八幡南郵便局

郵便局名及び月日 区 別 枚 数 取扱者名 備 考
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1
使
用
上
の
心
得

1
使
用
上
の
心
得

(1
)
　
こ
の
差
出
票
は
、
1
枚
に
つ
き
差
出
通
数
の
累
計
が
2
0
0
通
以
内
と
な
る
ま

(1
)
　
こ
の
差
出
票
は
、
1
枚
に
つ
き
差
出
通
数
の
累
計
が
2
0
0
通
以
内
と
な
る
ま

で
、
同
一
の
も
の
を
差
出
し
の
都
度
使
用
す
る
も
の
と
し
、
1
回
の
差
出
通
数

で
、
同
一
の
も
の
を
差
出
し
の
都
度
使
用
す
る
も
の
と
し
、
1
回
の
差
出
通
数

又
は
差
出
通
数
の
累
計
が
2
0
0
通
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
そ
の
超
え

又
は
差
出
通
数
の
累
計
が
2
0
0
通
を
超
え
る
こ
と
と
な
る
と
き
は
、
そ
の
超
え

る
分
に
つ
き
2
0
0
通
以
内
ご
と
に
別
葉
の
差
出
票
を
使
用
す
る
こ
と
。

る
分
に
つ
き
2
0
0
通
以
内
ご
と
に
別
葉
の
差
出
票
を
使
用
す
る
こ
と
。

(2
)
　
差
出
通
数
欄
に
は
1
回
の
差
出
し
ご
と
の
差
出
通
数
を
記
入
し
、
差
出
合
計

(2
)
　
差
出
通
数
欄
に
は
1
回
の
差
出
し
ご
と
の
差
出
通
数
を
記
入
し
、
差
出
合
計

数
欄
に
は
1
枚
の
差
出
票
に
よ
る
差
出
通
数
の
差
出
時
ま
で
の
分
の
累
計
を

数
欄
に
は
1
枚
の
差
出
票
に
よ
る
差
出
通
数
の
差
出
時
ま
で
の
分
の
累
計
を

記
入
す
る
こ
と
。

記
入
す
る
こ
と
。

(3
)
　
同
時
に
4
0
0
通
以
上
を
差
し
出
す
と
き
は
、
2
0
0
通
の
整
数
倍
と
な
る
通
数

(3
)
　
同
時
に
4
0
0
通
以
上
を
差
し
出
す
と
き
は
、
2
0
0
通
の
整
数
倍
と
な
る
通
数

に
つ
き
、
2
0
0
通
ご
と
に
1
枚
と
し
て
数
え
た
枚
数
の
差
出
票
を
と
じ
合
わ
せ
、

に
つ
き
、
2
0
0
通
ご
と
に
1
枚
と
し
て
数
え
た
枚
数
の
差
出
票
を
と
じ
合
わ
せ
、

1
枚
目
の
差
出
票
の
最
初
の
記
入
欄
に
2
0
0
通
未
満
の
端
数
を
除
い
た
全

1
枚
目
の
差
出
票
の
最
初
の
記
入
欄
に
2
0
0
通
未
満
の
端
数
を
除
い
た
全

通
数
を
記
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
1
枚
目
の
差
出

通
数
を
記
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、
1
枚
目
の
差
出

票
の
記
入
欄
の
2
行
目
以
下
に
と
じ
合
わ
せ
た
差
出
票
の
枚
数
を
記
入
し
、

票
の
記
入
欄
の
2
行
目
以
下
に
と
じ
合
わ
せ
た
差
出
票
の
枚
数
を
記
入
し
、

そ
の
傍
ら
に
差
出
人
の
印
を
押
し
、
か
つ
、
2
枚
目
以
下
の
差
出
票
の
記
入

そ
の
傍
ら
に
差
出
人
の
印
を
押
し
、
か
つ
、
2
枚
目
以
下
の
差
出
票
の
記
入

欄
に
朱
色
の
斜
線
を
施
す
こ
と
。

欄
に
朱
色
の
斜
線
を
施
す
こ
と
。

(4
)
　
差
出
通
数
及
び
差
出
合
計
数
を
訂
正
し
た
と
き
は
、
差
出
人
に
お
い
て
訂

(4
)
　
差
出
通
数
及
び
差
出
合
計
数
を
訂
正
し
た
と
き
は
、
差
出
人
に
お
い
て
訂

正
印
を
押
す
こ
と
。

正
印
を
押
す
こ
と
。

2
郵
便
物
差
出
し
上
の
注
意

2
郵
便
物
差
出
し
上
の
注
意

(1
)
　
選
挙
運
動
用
通
常
葉
書
は
、
必
ず
差
出
票
を
添
え
て
集
配
郵
便
局
の
窓
口

(1
)
　
選
挙
運
動
用
通
常
葉
書
は
、
必
ず
差
出
票
を
添
え
て
集
配
郵
便
局
の
窓
口

に
差
し
出
す
こ
と
。

に
差
し
出
す
こ
と
。

(2
)
　
選
挙
運
動
用
通
常
葉
書
は
、
な
る
べ
く
早
く
差
し
出
す
こ
と
。

(2
)
　
選
挙
運
動
用
通
常
葉
書
は
、
な
る
べ
く
早
く
差
し
出
す
こ
と
。

裏
　
面

原
田

　
慶
雄
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備 考 候補者の氏名欄には、その者について当該選挙の選挙長の認定した通称が

あるときは、その通称を記載するものとする。

第 号 の １

新 聞 広 告 掲 載 証 明 書

候 補 者

住 所

所属党派名

氏 名

立 候 補

届 出 月 日
令和 ７ 年 ６月 ８ 日

上記の者は、令和７年６月１５日執行の中間市長選挙の候補者で

あって、公職選挙法第１４９条第４項の規定による新聞広告を掲載

することができるものであることを証明する。

令和７年 月 日

中 間 市 長 選 挙

選 挙 長 原 田 慶 雄 印
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７ 収支報告について

１ 選挙運動に関する収入、支出と支出制限額

・収入、寄附及び支

出

（法 179）

・収支、寄附及び

支出の意義

選挙運動に関する「収入」、「支出」とは日常用いられている場合

より広い意味であることに注意してください。

(1) 収入

収入とは、金銭、物品その他の財産上の利益の収受、その収受の

承諾又は約束をいいます。

(2) 寄附

寄附とは、金銭、物品その他の財産上の利益の供与又は交付、そ

の供与又は交付の約束で党費、会費その他債務の履行としてな

されるもの以外のものをいいます。ここでいう寄附は、収入の一

種になります。

(3) 支出

支出とは、金銭、物品その他財産上の利益の供与又は交付、その

供与又は交付の約束をいいます。例えば、選挙事務所、拡声機、

労務等を無償借用又は無償提供があれば、これを時価に見積も

った額を寄附として収入に計上すると同時に、支出にも計上し

なければなりません。

(4) 花輪、供花、香典、祝儀等

収入、寄附及び支出の「金銭、物品その他の財産上の利益」には、

花輪、供花、香典又は祝儀として供与され、又は交付されるもの

その他これらに類するものを含むものとされています。

(5) 収入、支出の詳細については「収支報告書記載上の留意事項」

（P.44）を参照してください。
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・寄附の制限

(法 199、政治資金

規正法 21)

・選挙運動費用の

制限

（法 194、247、251

の 2、令 127）

・支出金額の

制 限 額

(法 194、196)

候補者が出す寄附、候補者が受ける寄附については選挙の公正

を確保するために種々の制限があります。

選挙運動の方法は多様であり、多くの経費を要します。しかし、

経費には一定の制限を設けなければ、選挙そのものが、候補者の人

物、識見、政策等を争うことよりも、候補者の資金力の争いになる

危険性があります。そこで公職選挙法では、選挙の公正を図るた

め、選挙運動に関する支出の最高額を定め、各候補者は、この制限

額を超えて支出できないものとし、出納責任者が選挙運動費用の

制限額を超過して支出をし、又はさせたときは、出納責任者は処罰

され、連座制により候補者の当選も無効とされ、かつ、連座裁判の

確定の日から 5年間、当該選挙の立候補制限が科せられます。

選挙運動のために支出できる金額は、各選挙ごとに次のように

計算され、選挙管理員委員会が告示した額の範囲内となります。

（市長選挙支出金額の制限額）

８１円×選挙人名簿登録者数＋３１０万円

なお、支出制限金額を算出した額に１００円未満の端数がある

ときは切り上げます。

候補者が選任した出納責任者にすべての収支を取り扱わせ、会

計帳簿の記載、領収書等の徴収、収支の報告、報告書の公表等、選

挙運動に関する収支を明確にし、経理面からも選挙の明朗化を図

ろうとしています。

２ 出納責任者の選任

・出納責任者 公職の候補者の選挙運動費用の収支について１人で一切の責任

を負うべき人が出納責任者であって、費用面について全面的な責任
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・選 任

(法 180）

・選 任 届

(法 180）

・解任・辞任

（法 181）

・異 動 届

（法 182）

・出納責任者の

職 務 代 行

（法 183）

と権限を持っています。

出納責任者は一般的には候補者が選任しますが、候補者が自ら

出納責任者となり、又は推薦届出者（推薦届出者が数人あるときは

その代表者）が候補者の承諾を得て出納責任者を選任し、若しくは

候補者の承諾を得て自ら出納責任者になることができます。

公職の候補者は、出納責任者１人を選任したとき（自ら出納責任

者となった場合を含む）は、「出納責任者選任届」に必要事項を記

入して選挙管理委員会に提出してください。（記入例 P.12）

候補者は出納責任者に文書で通知することにより出納責任者を

解任することができます。

出納責任者を選任した推薦届出者が候補者の承諾を得たときも

同様です。

また出納責任者も、文書で候補者及び選任者に通知することに

よって辞任することができます。

出納責任者に異動があったときは、出納責任者の選任者は直ち

に「出納責任者異動届」を提出しなければなりません。（記入例

P.13)異動原因のうち、解任又は辞任による異動の場合には、解任

又は辞任の通知があったことを証する書面を、又は推薦届出者が

解任した場合にはそのほか解任についての候補者の承諾のあった

ことを証明する書面を添えなければなりません。

出納責任者に事故があるとき又は出納責任者が欠けたときは選

任者（候補者又は推薦届出者）が代わってその職務を行います。こ

の場合には、出納責任者の職務を代行する者が届出をしなければ

なりません。

職務代行の必要がなくなって代行を辞めたときは、届出をしな

ければなりません。
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３ 出納責任者の職務

・会計帳簿の

備付けと記載

(法 185）

・支 出 権 限

（法 187）

出納責任者は、会計帳簿を作成して、備え付け、候補者のための

すべての選挙運動に関する次の事項を記載しなければなりませ

ん。

(1） 選挙運動に関するすべての寄附その他の収入（候補者のため

に候補者又は出納責任者と意思を通じてなされた寄附を含む）

(2） (1）によって寄附をした者の氏名、住所、職業、寄附の金額

及び年月日（寄附が金銭以外のときには、時価に見積もった金

額）

(3) 選挙運動に関するすべての支出（候補者のために候補者又は

出納責任者と意思を通じてなされた支出を含む）

(4) (3)の支出を受けた者の氏名、住所、職業、支出の目的、金額

及び年月日

立候補準備のために要する支出及び電話及びインターネット等

による選挙運動に要する支出を除くほか、選挙運動に関する支出

は、出納責任者か出納責任者の文書による承諾を得た者でなけれ

ばすることができません。

また、候補者自ら出納責任者となった場合を除き、選任者は出納

責任者との間で、出納責任者の支出することのできる金額の最高

額を定める文書をつくり出納責任者とともにこれに署名捺印しな

ければならないことになっています。

・届出前の寄附の

受領及び支出の

禁止

（法 184）

出納責任者（その職務代行者を含む）が、候補者のために寄附を

受け又は支出することは、選任届を提出した後でなければできま

せん。従って選任の届出は立候補届出と同時にその他の届出は、そ

の事由の発生後、直ちに提出してください。

・領収書等の徴収 出納責任者（出納責任者又は候補者と意思を通じて支出した者
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と送付

(法 188）

も同じ）は、選挙運動に関する支出をしたときは、そのすべてにつ

いて支出金額、支出年月日及び支出目的を記載した領収書その他

の支出を証すべき書面を徴さなければなりません。

出納責任者又は候補者と意思を通じて支出した者は、領収書等

を直ちに出納責任者に送付してください。ただし、領収書を徴し難

い事情があるときはこの限りでありません。

［徴収しなくてもよい事例］

(1）相手方の死亡

(2）電車、バスの切符の購入の場合等、社会通念上、領収書を発行

しないことが慣例となっている場合

４ 選挙運動費用とみなされない支出

・支出とみなされ

ないもの

（法 197）

選挙運動のための支出であっても次に掲げるものは、選挙運動

に関する支出とはみなされないこととされています。

(1） 立候補準備のために要した支出のうち、候補者又は出納責任

者となった者のした支出又はその者と意思を通じてした支出以

外のもの

(2） 立候補の届出後、候補者又は出納責任者と意思を通じてした

支出以外のもの

（これにあたる支出は、違法であり処罰されます。）

(3） 候補者が乗用する自動車、電車、船舶等のために要した支出

（候補者が支出した交通費のこと）

(4） 選挙の期日後において選挙運動の残務整理のために要した支

出

(5） 選挙運動に関し支払う国又は地方公共団体の租税又は手数料
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(6） 確認団体が行う選挙運動のために要した支出（市長選挙）

(7） 選挙運動用自動車及び船舶を使用するために要した支出（自

動車の借上料、燃料代、オイル代、修繕代、運転手の雇用料）

(8） 供託金

５ 実費弁償及び報酬の額

・実費弁償及び報

酬の額

（法 139、197 の 2、

令 129）

選挙運動に従事する者及び選挙運動のために使用される労務者

に対して支給することができる報酬及び実費弁償の額は「実費弁

償及び報酬の額一覧表」(P.48)に定める額以内です。

６ 収支報告書記載上の留意事項

・収支報告書記載

〔収入の部〕

・寄 附

・その他の収入

出納責任者は、収支報告書に選挙運動に関するすべての寄附及

びその他の収入は「収入の部」に、選挙に関する全ての支出は「支

出の部」に記載しなければなりません。

選挙運動に関する全ての寄附及びその他の収入を収入のあった

年月日の順序で、明瞭に記入してください。

「種別」欄は、寄附とその他の収入とに分けて記入してくださ

い。

寄附のうち、金銭以外の財産上の利益については、時価に見積

った金額を記載しなければなりません。例えば、選挙事務所の無償

提供、ポスタ－貼りや葉書の宛名書き等のための労務の無償提供

などです。その場合には、その見積りの根拠を該当欄に記入してく

ださい。

「その他の収入」とは、収入の中から寄附を除いたもので、候補
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〔支出の部〕

・支出の区分

・支出の記載項目

者の自己資金のうち選挙運動費用にあてたもの及び借入金がこれ

に該当します。

選挙運動に関する全ての支出を記載してください。

(1) 「区分」の欄は、「選挙運動のための支出」と「立候補準備の

ための支出」とに分けて記載してください。

(2) 立候補準備のために要した支出で、候補者又は出納責任者と

なった者が行った支出、及び他の者がこれらの者と意思を通じ

て行った支出についても、「立候補準備のための支出」として記

載してください。選挙事務所借入の内交渉、ポスタ－の印刷等、

立候補届出前の支出がこれに当たります。

支出は、次に述べる１０項目に区分し、費目ごとに別の用紙に記

載してください。

(1) 人件費

選挙運動のために使用する労務者、事務員、車上等運動員、手

話通訳者及び要約筆記者に対する報酬です。なお、運動員に対す

る実費弁償として支出した鉄道賃、車賃は交通費に、弁当料及び

茶菓料は食糧費に記入してください。

(2) 家屋費

ア 選挙事務所費

事務所の借上料、机など備品の借上料、電話の架設費等が含ま

れます。

イ 集合会場費

個人演説会場の借上料、その備品の借上料

(3) 通信費

事務連絡用の電報料、電話代、葉書代、封書の郵送料等

電報及び封書等の文書は、選挙運動のために使用することはで

きません。
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(4) 交通費

選挙運動用自動車(船舶）を使用するために要した費用以外の

交通費で選挙運動員、労務者、事務員、車上等運動員、手話通訳

者及び要約筆記者が使用した車代、鉄道賃等

(5) 印刷費

選挙運動に使用するポスター（公費負担を受けた場合、その旨

と金額を備考欄に記入すること）、ビラ、葉書等の印刷費

(6) 広告費

立札、看板、ちょうちん、たすき及び拡声機等の費用

(7) 文具費

紙、筆記用具その他選挙事務所において使用した消耗品等

(8) 食糧費

湯茶及びこれに伴い通常用いられる程度の菓子代や法令で認

められた選挙運動員、労務者、事務員、車上等運動員、手話通訳

者及び要約筆記者に提供した弁当代

(9) 休泊費

休憩及び宿泊に要した費用

(10) 雑費

光熱水費その他選挙運動のために支出された費用

７ 収支報告書の提出

・提出義務

(法 189）

・罰 則

(法 246⑤の 2）

出納責任者は、選挙運動に関してなされた寄附及びその他の収

入並びに支出を記載した収支報告書を添付書類とともに選挙管理

委員会に提出しなければなりません。

収支報告書若しくはこれに添付すべき書面の提出をせず又はこ

れらに虚偽の記入をしたときは、３年以下の禁錮又は５０万円以
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・添付書類

・提出期限

（法 189）

・会計帳簿・書類等

の保存 (法 191）

・収支報告書の

公表 (法 192）

・収支報告書の記

載例

下の罰金に処せられることがあります。

(1) 収支報告書には、領収書その他支出を証すべき書面の写しを

添付しなければなりません。領収書原本は、出納責任者が３年間

保存することになりますので、領収書をコピーしたものを添付

してください。

(2) 領収書等を徴しがたい事情があった支出については、別に「領

収書等を徴しがたい事情があった支出の明細書」の用紙に、費目

の項目別、支出年月日順に所要事項を記入の上、収支報告書にこ

れを添付してください。

提出期限は次のとおりです。

(1) 告示日前から選挙期日後の間になされた収支については、こ

れを合わせて精算し、選挙期日後１５日目の午後５時までに選

挙管理委員会に提出してください。

(2) (1)の届出後の収支については、その収支があった日から７日

以内に選挙管理委員会に提出してください。

出納責任者は、会計帳簿、明細書、領収書その他支出を証すべ

き書面を報告書提出の日から3年間保存しなければなりません。

選挙管理委員会は、収支報告書の要旨を公表しなければなり

ません。

「地方選挙早わかり」(P.171)に記載例がありますので、ご参照

ください。
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（注）

１ 　①～③に従事する者に報酬を支給するためには、あらかじめ報酬を支給する者の届出が必要です。

　その者を使用する前に「届出書」(記入例）を提出してください。

２　選挙運動に従事する者のうち、報酬を支給することができる者は、選挙運動のために使用する事務員及び専ら選挙運動用

　自動車又は船舶の上における選挙運動のために使用する者（いわゆる「うぐいす嬢」）及び専ら手話通訳のために使用する

　者に限られ、これ以外の運動員に対しては、実費弁償を除き報酬等を支給することができません。

　①に従事する者は、使用する者と使用される者という関係にあることが必要で、親族、友人等の特別信頼関係から選挙運動

　に関する事務に従事する者は含まれません。また、労務者とは異なるので、未成年者は使用できません。

３　使用期間は、立候補の届出をした日から選挙期日の前日までの期間で１日につき使用できる人数は以下のとおり。

　・市長選挙　　　：１日１２人以内　延８４人以内（異なる人員は６０人まで）

　・市議会議員選挙：１日　９人以内　延６３人以内（異なる人員は４５人まで）

４　実費弁償は、実際にかかった額を超えて支給してはなりません。例えば、食事をとっていないのに弁当料を支給したり、

　実費が800円だった場合に、1,000円を支給することはできません。

５　選挙運動期間中、選挙運動に従事する者及び選挙運動に使用する労務者に対して提供することができる弁当の食数は、

　　(４５食（１５人分）× ７日)＝３１５食までです。

実費弁償及び報酬の額一覧表

報酬
支給することは

できない
１日につき

10,000円以内
１日につき

15,000円以内

基本日額10,000円以内
※超過勤務手当
日額の５割以内

鉄道賃
実費額

鉄道旅行について、道程に応じ旅客運賃等により算出した実費額

船賃
実費額

水路旅行について、道程に応じ旅客運賃等により算出した実費額

車賃
実費額

陸路旅行（鉄道旅行を除く。）について、道程に応じた実費額

宿泊料
1夜につき、12,000円

（食事料2食分を含む。）

1夜につき、10,000円
（食事料を除く。）

弁当料
・1食につき、1,000円
・1日につき、3,000円

支給することはできない

（弁当提供時）

報酬額から提供した弁当の実費額を
差し引いて支給

茶菓料 1日につき、500円 支給することはできない

区分
（１人あたり）

一般の選挙運動員

①  選挙運動のため
      に使用する
      事務員

②  選挙運動のため
      に使用する
      車上運動員
  （うぐいす嬢）

③  選挙運動のため
      に使用する
      手話通訳者及び
   要約筆記者

労務者
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８　公費負担について

１.公費負担の対象となるもの

（１）選挙運動用自動車の使用

※　自動車の借上、運転手の雇用、燃料の供給をそれぞれ個別に業者等と契約を結んで
行う「個別契約」の方法と、これらのことを一括して運送業者（ハイヤー・タクシー業
者等）と一括契約を結んで行う「一般運送契約」の方法があります。

・ 一般運送契約（ハイヤー等） （Ａ）【一括契約】

・ 自動車借入れ契約（レンタル）

（Ｂ）【個別契約】・ 燃料供給の契約

・ 運転手雇用の契約

（２）選挙運動用ポスターの作成

・ ポスター作成の契約

２．公費負担の適用条件

（１）供託物没収点以上の得票があること。

（２）候補者が業者等と自動車の使用又はポスターの作成について有償契約を締結すること。

※なお、無投票となった場合は、告示日に限り公費負担の対象となります。

３．公費負担の手続

（１）手続の流れ

市 選 管
市長

（市選管）

① 契約の締結 （候　補　者 ← → 業　　　者）

② 契約届出書 （候　補　者 → 市  選  管）

③ 確認申請書 （候　補　者 → 市  選  管）
 ※1 自動車の燃料・ポスターについてのみ

④ 確認書交付 （市　選　管 → 候　補　者）
 ※1 自動車の燃料・ポスターについてのみ

⑤ ④の確認書提出 （候　補　者 → 業　　　者）
 ※1 自動車の燃料・ポスターについてのみ

⑥ 使用証明書は作成証明書の提出（候　補　者 → 業　   者）
 ※2 使用証明書、作成成証明書に併せて請求書を交付

⑦ 支払請求 （業　　　者 → 市長（市選管））

⑧ 支　　払 （市長（市選管） → 業　　　者）

候　補　者 業　　者

①

② ③※1 ④※1 ⑦ ⑧

給油伝票

⑤※1

⑥※2
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（２）手続に用いる様式及び留意事項（①～⑦は図中の番号に対応）

① 契約の締結 （候　補　者 ← → 業　　　者）

○ 契約書は≪記入例 P.53、58、63、67≫を参考に作成すること。

○ 契約単価及び契約金額は、消費税を含めた額とすること。

○ 契約の相手方が法人の場合は、契約書への押印は代表取締役等の代表者印を用いるこ
と。（社印等の角印のみは不可）

○ 選挙運動用自動車の賃貸借期間、運転手の雇用期間及び燃料の売買の期間は、選挙期日
の告示日から投票日の前日までの範囲内であること。

○ 選挙運動用自動車の燃料の売買契約において、軽油の場合の単価は、軽油取引税を含ん
だ金額とすること。

② 契約届出書 （候　補　者 → 市  選  管）

○ 契約届出書は≪記入例 P.54、68≫を参考に作成すること。

○ 届出日は、選挙期日の告示日（６月８日）とすること。

○ 契約届出書のうち、燃料代の記載に当たっては、以下の点に留意すること。

・ 「契約内容」欄の「借入れ期間等」には、燃料の供給を受ける選挙運動用自動車の自動
車登録番号を記載すること。

・ 「契約内容」欄の「契約金額」には、契約の見込額を記載して差し支えないこと。

・ 「備考」欄に契約単価を記載すること。

　　※①～②までの書類を事前審査時に審査します。

③ 確認申請書 （候　補　者 → 市  選  管）

○ 確認申請は≪記入例 P.59、69≫を参考に作成すること。

（燃料代、ポスター作成費のみ）

○ 選挙運動用自動車の燃料代及びポスターの作成に係る公費負担については、確認申請書

を市選管に提出して、公費負担の対象の範囲内であることの確認をしなければならな

い。
○ 燃料の供給を受ける選挙運動用自動車の自動車登録番号は、契約届出書と一致するこ

と。

④ 確認書交付 （市　選　管 → 候　補　者）

○ 確認申請書に基づき、市選管から交付する。（燃料代、ポスター作成費のみ）

⑤ ④の確認書提出 （候　補　者 → 業　　　者）

○ 市選管から交付された確認書を業者へ提出する。（燃料代、ポスター作成費のみ）

⑥ 使用証明書、作成証明書の提出（候　補　者 → 業　   者）

○ 使用(作成)証明書は≪記入例 P.55、60、64、70≫を参考に作成すること。

○

○ 使用作成証明の日付は告示日（６月８日）以降であること。

○ 燃料の使用証明書の作成に当たっては、以下の点に留意すること。

・ 燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号は、契約届出書と一致するこ
と。

・ 燃料供給の年月日ごとに自動車登録番号、燃料供給量及び燃料供給金額を記載するこ
と。

・ 給油伝票の写しを必ず添付すること。

・ 燃料供給の年月日、燃料供給量及び燃料供給金額は、請求内訳書と一致すること。

使用（作成）証明書の記載内容は、契約届出書の内容と一致すること。契約届出書に変

更が生じた場合は、変更契約届出書を提出すること。

但し、燃料代については、使用証明書と契約届出書の記載内容が一致しない場合もある

が、確認書の確認金額の範囲内であれば、変更契約の届出の必要はないものとする。
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⑦ 支払請求 （業　　　者 → 市長（市選管））

自動車 　請求書、請求内訳書、使用証明書
個　別

運転手 　請求書、請求内訳書、使用証明書
契　約

燃　料 　請求書、請求内訳書、使用証明書、確認書、給油伝票の写し

一般運送契約 　請求書、請求内訳書、使用証明書

ポスター 　請求書、請求内訳書、作成証明書、確認書

【請求書】 公費負担用紙綴　Ｐ７,Ｐ１５,Ｐ２７,Ｐ３５,Ｐ４７を契約相手方に渡す。

○ 氏名及び住所は、契約届出書の内容と一致すること。

○ 法人の場合は、代表取締役等の代表者印を用いること（社印等の角印不可）。

○ 請求は、契約履行後かつ選挙期日の翌日以降行うこと。

【請求内訳書】公費負担用紙綴　Ｐ９,Ｐ１７,Ｐ２９,Ｐ３７,Ｐ４９を契約相手方に渡す。

○ 請求金額は、使用(作成)に係る実績額又は基準限度額のうち、いずれか少ない方の額で
あること。

○ 使用(作成)証明書に記載された金額と請求内訳書に記載される実績額は、同額であるこ
と。

○ 販売年月日ごとに自動車登録番号、販売金額を記載すること。

４．公費負担の限度額(上限額)

公費負担の限度額(上限額)については、次ページ「公費負担の対象とその限度額」をご確認くだ

さい。

５．その他

（１）基準限度額を超える部分は、公費負担の対象外であること。

（２）契約業者については、市への請求方法等について十分周知しておくこと。

（３）事前審査時に公費負担関係書類の事前審査を行うので、以下の書類を持参すること。

(自動車、ポスター作成分)

① 契約届出書

② 契約書の写し

③ ポスター見本

自
動
車
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Ａ の 契 約 と Ｂ の 契 約 は 選 択

Ｂ そ の 他 の 契 約 （ 個 別 方 式 ）

ア
） 自
動
車
借
入
れ
契
約

（
レ
ン
タ
ル
）

選
挙

運
動
用

自
動

車
と

し
て
使

用
さ
れ

た

各
日

の
料
金

の
合

計
金

額

（
同

一
の
日

に
つ

い
て

は
１
台

に
限
る

）

1
6
,
1
0
0
円
/
日
×
７
日

＝
1
1
2
,
7
0
0
円

①
契

約
の

相
手

方
が

生

計
を

一
に

す

る
親

族
で

あ

る
場

合
に

は

そ
の
者
が

当
該

契
約

に

係
る

業
務

を

業
と

し
て

行

う
者
に
限
る

イ
） 燃
料
供
給
の
契
約

選
挙

運
動

用
自

動
車

（
１

台
）

に
供

給
し

た

燃
料

の
代

金
（

軽
油

の
場

合
の

単
価

は
軽

油

取
引

税
を
含

ん
だ

金
額

と
す
る

こ
と
）

7
,
7
0
0
円
/
日
×
７
日

＝
5
3
,
9
0
0
円

ウ
） 運
転
手
雇
用
の
契
約

選
挙

運
動
用

自
動

車
の

運
転
業

務
に
従

事

し
た

各
日
の

報
酬

の
合

計
金
額

（
同

一
の
日

に
つ

い
て

１
人
に

限
る
）

1
2
,
5
0
0
円
/
日
×
７
日

＝
8
7
,
5
0
0
円

ポ ス タ ー の 作 成

選
挙

運
動
用
ポ
ス
タ
ー
の
作
成

印
刷

物
に

関
し
て
は

、
選
挙

運
動
用
ポ

ス
タ

ー
（

７
５

枚
）

だ
け

が
公

費
の

対
象

で

す
（

７
５
枚
を
超
え
る
部
分
は
公
費
の
対
象

に
な
り

ま
せ
ん

。
）
。

こ
れ

は
、
あ
く
ま
で
も
ポ
ス
タ
ー
掲
示
場
の

ポ
ス
タ

ー
作
成

分
の
み

で
す
。

作
成

単
価
（

単
価
の
限
度
額
以
内
）
に
作
成
枚
数
（
選
挙
区
内
の
ポ
ス
タ
ー
掲

示
場

数
以

内
の

作
成
枚
数
）
を
乗
じ
た
金
額

当
市

の
場

合
、
ポ
ス
タ
ー
作
成
単
価
１
枚

の
最
高
限
度
額
は

4
,
7
5
8
円
で
す
。

実
際

の
作
成
単
価

×
実
際

の
作
成
枚
数

＝
公
費
負
担
分

（
限

度
額

4
,
7
58

円
）

（
上
限
枚
数

7
5
枚
）

（
35

6,
85

0
円
以
内
）
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（記 入 例）

（Ｂ）自 動 車 賃 貸 借 契 約 書

賃借人（候補者） （以下「甲」という。）と

賃貸人 （以下「乙」という。）との間

に自動車の賃貸借について、次のとおり契約を締結するものとする。

第１条 甲は、乙が所有する次の自動車を選挙運動に使用する目的のため賃借し、乙は賃貸す

る。

１ 自動車の種類

２ 車 名 年 代

３ 車 両 番 号

第２条 賃貸借期間は、令和７年 ６月 ８日から 令和７年 ６月 １４日

までの 日間とする。

第３条 賃貸借期間の賃借料は、１日 円とし、合計金額は 円

とする。

第４条 賃貸借自動車にかかる修繕費及び甲の責に帰することのできない損害は、すべて乙

において負担するものとする。

第５条 この契約に定めるもののほか、必要な事項は甲、乙協議して定めるものとする。

令和 ７ 年 ５ 月 ２０ 日

甲 賃借人（候補者）

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

乙 賃貸人

住 所 福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

氏 名 （株）△□レンタルリース ㊞

代表取締役 ○山 □男

当 選 大 吉

（株）△□レンタルリース

普通自動車

トヨタ ハイエース 平成３０年式

北九州 500 ま××××

７

8,000 56,000
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別記第１号様式（第２条関係）

選挙運動用自動車の使用の契約届出書

次のとおり選挙運動用自動車の使用の契約を締結したので届け出ます。

令和７年 ６月 ８日

中間市選挙管理委員会

委員長 原 田 慶 雄 様

令和７年 ６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

(Ａ) 一般乗用旅客自動車運送事業者との契約による場合

(Ｂ) (Ａ)に掲げる場合以外の場合（前記(Ａ)の場合は記載不要）

備考
１ 契約に関する書面の写しを添付してください。
２ (Ｂ)の「契約内容」欄の「借入れ期間等」には、「自動車の借入れ」にあっては借入れ期間を、
「燃料代」にあっては燃料の供給を受ける選挙運動用自動車の自動車登録番号を、「運転手の雇
用」にあっては雇用期間を記載してください。

３ (Ｂ)の「備考」欄には、「燃料代」にあっては、単価契約を締結した場合には、「備考」に契
約単価を記載してください（なお、２の「契約内容」欄の「契約金額」には、契約の見込額を
記載して差し支えありません。）

契約年月日
契約の相手方の氏名又は名称及び
住所並びに法人にあってはその代
表者の氏名

契 約 内 容
備 考

運送契約期間 運送契約金額

令和７年

月 日 (TEL - - )

令和７年 月 日
～

令和７年 月 日
円

項目

区分
契約年月日

契約の相手方の氏名又は名称
及び住所並びに法人にあって
はその代表者の氏名

契 約 内 容
備 考

借入れ期間等 契約金額

自動車
の借入
れ

令和７年

５月２０日

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

(株)△□レンタルリース

代表取締役 ○山 □男
(TEL 093- ××× - ×××× )

令和７年
６月 ８日

～
令和７年

６月１４日

56,000円

(8,000×7日)

1日当たり
8,000円

燃料代

令和７年

５月１９日

福岡県中間市○×二丁目△番◆号

◎□燃料株式会社

代表取締役 △川 ■子
(TEL 093- ×××- ××××)

北九州500
ま××××

円
単価

1ℓ当たり

170円
(単価を記入)

年

月 日 (TEL - - )

円

年

月 日 (TEL - - )

円

運転手

の雇用

令和７年

５月１８日

福岡県中間市○×二丁目△番◆号

甲 山 乙 男
(TEL 090- ××××- ×××× )

雇用期間
令和７年６月 ８日

～
令和７年６月１４日

70,000円

(10,000×7日)

1日あたり
10,000円

令和７年

月 日 (TEL - - )

令和７年 月 日

～
令和７年 月 日

円

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第７号様式（第５条関係）

選挙運動用自動車使用証明書（自動車）

次のとおり選挙運動用自動車を使用したものであることを証明します。

令和７年６月１６日

令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

１ この証明書は、使用の実績に基づいて運送事業者等ごとに別々に作成し、候補者から運送事
業者等に提出してください。

２ 運送事業者等が中間市に公費の支払を請求するときは、この証明書を請求書に添付してくだ
さい。

３ この証明書を発行した候補者について供託物が没収された場合は、運送事業者等は、中間市
に公費の支払を請求することはできません。

４ 公費負担の限度額は、選挙運動用自動車１台につき１日当たり次の金額です。
(１) 一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約による場合 ６万4,500円
(２) (１)以外の場合 １万6,100円

５ 同一の日において一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約（「運送等契約区分」欄の
(Ａ)）とそれ以外の契約（「運送等契約区分」欄の(Ｂ)）とのいずれもが締結された場合は、公
費負担の対象となるのは候補者の指定するいずれかの契約に限られていますので、その指定を
したいずれかの契約のみについて記載してください。

６ 同一の日において一般乗用旅客自動車運送事業者との運送契約又はそれ以外の契約により２
台以上の選挙運動用自動車が使用される場合は、公費負担の対象となるのは候補者の指定する
１台に限られていますので、その指定をした１台のみについて記載してください。

７ ５の場合には候補者の指定した契約以外の契約について、また、６の場合には候補者の指定
した選挙運動用自動車以外の選挙運動用自動車については、中間市に公費の支払を請求するこ
とはできません。

運 送 等 契 約 区 分
（該当する(Ａ)か(Ｂ)のどちらか

に○をしてください）

(Ａ) 一般乗用旅客自動車運

送事業者との運送契約によ

る場合

(Ｂ) 左に掲げる場合以外の

場合

運送事業者等の氏名又は名称及び
住所並びに法人にあってはその代
表者の氏名

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

(株)△□レンタルリース

代表取締役 ○山 □男
(TEL ０９３- ×××- ××××)

車種及び自動車登録番号 運 送 等 年 月 日 運 送 等 金 額 （ 円 ）

北九州500 ま ×××× 令和７年６月 ８日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月 ９日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月１０日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月１１日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月１２日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月１３日 ８，０００ 円

〃 令和７年６月１４日 ８，０００ 円

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第12号様式（第６条関係）

請 求 書

（個別方式・自動車の借入れ）

中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例第４条第１項の規定により、

下記の金額の支払を請求します。

令和７年６月１６日

中間市長 様

氏名又は名称 (株)△□レンタルリース ㊞

住 所 福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

法人のときは

代表者の氏名 代表取締役 ○山 □男 印

（TEL ０９３ - ××× - ×××× ）

記

備考

１ この請求書は、候補者から受領した選挙運動用自動車使用証明書（自動車）とともに選挙の

期日後速やかに提出してください。

２ 候補者が供託物を没収された場合は、中間市に公費の支払を請求することはできません。

１ 請求金額 円

２ 内 訳 別紙請求内訳書のとおり

３ 令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

４ 候補者氏名

５ 振込先

金 融 機 関 名 ○○銀行 本・支店名 □□支店

金融機関コード ××× 支店コード △△△

預 貯 金 種 別 普通 口 座 番 号 ×××××××

フ リ ガ ナ ○○○○○○○○○○○○○○

口 座 名 (株)△□レンタルリース 代表取締役 ○山 □男

当 選 大 吉

５６，０００

（記 入 例）
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（別紙）

請求内訳書（一般乗用旅客自動車運送事業者以外の者との契約により自動車を使用した場合）

候補者氏名

(ア) 自動車の借入れ

備考

「請求金額(Ｃ)」欄は、「借入れ金額(Ａ)」欄又は「基準限度額(Ｂ)」欄のいずれか少ない方の

額を記載してください。

使用年月日 借入れ金額(Ａ) 基準限度額(Ｂ) 請求金額(Ｃ)

令和７年６月 ８日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月 ９日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月１０日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月１１日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月１２日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月１３日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

令和７年６月１４日
８，０００円×１台 １万6,100円×１台

８，０００円
＝ ８，０００円 ＝ １万6,100円

計 ５６，０００円

当 選 大 吉
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（記 入 例）

（Ｂ）選挙運動用自動車燃料売買契約書

発注者（候補者） （以下「甲」という。）と

受注者 （以下「乙」という。）との間

に自動車燃料の売買について、次のとおり契約を締結するものとする。

第１条 契約する品名・規格品質・契約単価は、別表のとおりとする。

第２条 売買の期間は、令和７年 ６月 ８日から令和７年 ６月 １４日

までの 日間とする。

第３条 供給を受ける自動車の車両番号

第４条 この契約に定めるもののほか、必要な事項は甲、乙協議して定めるものとする。

令和 ７ 年 ５ 月 １９ 日

甲 発注者（候補者）

住 所

氏 名 ㊞

乙 受注者

住 所

氏 名 ㊞

（別 表）

品 名 規 格 品 質
契 約 単 価

（消費税込み）

ガソリン レギュラー

１ℓ

１７０

円

当 選 大 吉

◎□燃料株式会社

７

北九州 500 ま××××

当 選 大 吉

福岡県中間市●△二丁目５番８号

福岡県中間市○×二丁目△番◆号

◎□燃料株式会社

代表取締役 △川 ■子
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別記第３号様式（第３条関係）

自動車燃料代確認申請書

次のとおり、燃料代につき、中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例第４条第１項第２号イの規定による確認を受けたいので申請します。

令和７年６月１６日

中間市選挙管理委員会

委員長 原 田 慶 雄 様

令和７年 ６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考
１ この申請書は、燃料供給業者ごとに別々に候補者から中間市選挙管理委員会に提出してくだ
さい。

２ この申請書は、選挙運動用自動車の燃料代について公費負担の対象となるものの確認を受け
るためのものです。

３ 「燃料の供給を受ける選挙運動用自動車の自動車登録番号」欄は、契約届出書に記載された
選挙運動用自動車の自動車登録番号を記載してください。

４ 「前回までの累積金額(ａ)」欄は、他の燃料供給業者から購入した金額も含めて記載してく
ださい。

契 約 年 月 日 令和７年 ５月 １９日

契

約

の

相

手

方

(１) 氏名又は名称 ◎□燃料株式会社

(２) 住 所 福岡県中間市○×二丁目△番◆号

(３) 法人の場合は
代表者の氏名

代表取締役 △川 ■子

(TEL ０９３ - ××× - ××××)

燃料の供給を受ける
選挙運動用自動車の
自 動 車 登 録 番 号

北九州500 ま ××××

確 認 申 請 金 額 １４，５３５ 円

区 分 購 入 金 額 左のうち確認済又は確認申請金額

前回までの累積金額(ａ) ０ 円 ０ 円

今回の購入金額(ｂ) １４，５３５ 円 １４，５３５ 円

燃料代計(ａ)＋(ｂ) １４，５３５ 円 １４，５３５ 円

備 考

２回目以降の
(a)の金額

当 選 大 吉

（記 入 例）

-59-



別記第８号様式（第５条関係）

選挙運動用自動車使用証明書（燃料）

次のとおり燃料供給を受けたものであることを証明します。

令和７年６月１６日

令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

１ この証明書は、使用の実績に基づいて燃料供給業者ごとに別々に作成し、給油伝票（燃料の

供給を受けた日付、燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号のうち自動車登録

規則（昭和45年運輸省令第７号）第13条第１項第４号に規定する４けた以下のアラビア数字、

燃料供給量及び燃料供給金額が記載された書面で、燃料供給業者からの給油の際に受領したも

のをいう。以下同じ。）の写しを添えて候補者から燃料供給業者に提出してください。

２ 「燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号」欄は、契約届出書に記載された

選挙運動用自動車の自動車登録番号を記載してください。

３ 「燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号」欄、「燃料供給量（ℓ）」欄及び

「燃料供給金額（円）」欄は、燃料の供給を受けた日ごとに記載してください。

４ 燃料供給業者が中間市に公費の支払を請求するときは、この証明書及び給油伝票の写しを請

求書に添付してください。

５ この証明書を発行した候補者について供託物が没収された場合は、燃料供給業者は、中間市

に公費の支払を請求することはできません。

６ 公費負担の限度額は、候補者から燃料供給業者に提出された確認書に記載された金額です。

燃料供給業者の氏名

又は名称及び住所並

びに法人にあっては

その代表者の氏名

福岡県中間市○×二丁目△番◆号

◎□燃料株式会社

代表取締役 △川 ■子
(TEL ０９３ - ×××× - ×××× )

燃 料 供 給 年 月 日
燃料の供給を受けた選挙運動
用自動車の自動車登録番号

燃料供給量（ℓ） 燃料供給金額（円）

令和７年６月 ９日 北九州500 ま ×××× ５５ ℓ ９，３５０ 円

令和７年６月１３日 北九州500 ま ×××× ３０．５ ℓ ５，１８５ 円

年 月 日 ℓ 円

年 月 日 ℓ 円

当 選 大 吉

（記 入 例）

-60-



別記第13号様式（第６条関係）

請 求 書

（個別方式・燃料代）

中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例第４条第１項の規定により、

下記の金額の支払を請求します。

令和７年６月１６日

中間市長 様

氏名又は名称 ◎□燃料株式会社 ㊞

住 所 福岡県中間市○×二丁目△番◆号

法人のときは

代表者の氏名 代表取締役 △川 ■子 印

（TEL ０９３ - ××× - ×××× ）

記

備考

１ この請求書は、候補者から受領した選挙運動用自動車使用証明書（燃料）及び選挙運動用自

動車燃料代確認書とともに選挙の期日後速やかに提出してください。

２ 候補者が供託物を没収された場合は、中間市に公費の支払を請求することはできません。

１ 請求金額 円

２ 内 訳 別紙請求内訳書のとおり

３ 令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

４ 候補者氏名

５ 振込先

金 融 機 関 名 ○○銀行 本・支店名 □□支店

金融機関コード ××× 支店コード △△△

預 貯 金 種 別 普通 口 座 番 号 ×××××××

フ リ ガ ナ ○○○○○○○○○○○○○○

口 座 名 ◎□燃料株式会社 代表取締役 △川 ■子

１４，５３５

当 選 大 吉

（記 入 例）
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（別紙）

請求内訳書（一般乗用旅客自動車運送事業者以外の者との契約により自動車を使用した場合）

候補者氏名

(イ) 燃料代

備考

１ 「燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号」欄は、契約届出書に記載された

選挙運動用自動車の自動車登録番号を記載してください。

２ 「請求金額(Ｃ)」欄の「計」項は、「販売金額(Ａ)」欄の「計」項又は「請求金額(Ｂ)」欄の

「計」項のいずれか少ない方の額を記載してください。

３ 「燃料の供給を受けた選挙運動用自動車の自動車登録番号」欄及び「販売金額（Ａ）」欄は、

燃料の供給を受けた日ごとに記載してください。

販売年月日
燃料の供給を受けた
選挙運動用自動車の
自動車登録番号

販売金額(Ａ) 基準限度額(Ｂ) 請求金額(Ｃ)

令和７年
北九州500 ま ××××

170円× 55 ℓ

６月 ９日 ＝ 9,350円

令和７年
北九州500 ま ××××

170円× 30.5 ℓ

６月１３日 ＝ 5,185円

令和７年 円× ℓ

月 日 ＝ 円

令和７年 円× ℓ

月 日 ＝ 円

令和７年 円× ℓ

月 日 ＝ 円

令和７年 円× ℓ

月 日 ＝ 円

令和７年 円× ℓ

月 日 ＝ 円

計 14,535 円 ５万3,900円 14,535 円

当 選 大 吉
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（記 入 例）

（Ｂ）選挙運動用自動車の運転に関する雇用契約書

雇用者（候補者） （以下「甲」という。）と

被雇用者 （以下「乙」という。）と

の間に自動車運転手の雇用について、次のとおり契約を締結するものとする。

第１条 雇用期間は、令和７年 ６月 ８日から 令和７年 ６月 １４日

までの 日間とする。

第２条 雇用期間の賃金は、１日 円とする。

第３条 運転する自動車の車両番号

第４条 この契約に定めるもののほか、必要な事項は甲、乙協議して定めるものとする。

令和 ７ 年 ５ 月 １８ 日

甲 雇用者（候補者）

住 所 福岡県中間市●△二丁目５番８号

氏 名 当 選 大 吉 ㊞

乙 被雇用者

住 所 福岡県中間市●×二丁目△番◆号

氏 名 甲 山 乙 男 ㊞

当 選 大 吉

甲 山 乙 男

７

１０，０００

北九州 500 ま××××
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別記第９号様式（第５条関係）

選挙運動用自動車使用証明書（運転手）

次のとおり運転手を使用したものであることを証明します。

令和７年６月１６日

令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

１ この証明書は、使用の実績に基づいて運転手ごとに別々に作成し、候補者から運転手に提出し
てください。

２ 「備考」欄は、選挙運動期間中に使用した選挙運動用自動車の台数を使用した日ごとに記載し
てください。

３ 運転手が中間市に公費の支払を請求するときは、この証明書を請求書に添付してください。
４ この証明書を発行した候補者について供託物が没収された場合は、運転手は、中間市に公費の
支払を請求することはできません。

５ 公費負担の限度額は、選挙運動用自動車１台につき１日を通じて１万2,500円です。
６ 同一の日において２人以上の選挙運動用自動車の運転手が雇用された場合は、公費負担の対象
となるのは候補者の指定する１人に限られていますので、その指定をした１人のみについて記載
してください。

７ 候補者の指定した運転手以外の運転手は、中間市に公費の支払を請求することはできません。

運 転 手

氏 名 甲 山 乙 男

住 所 福岡県中間市○×二丁目△番◆号

(TEL ０９０ - ×××× - ×××× )

雇 用 年 月 日 報 酬 の 額 （ 円 ） 備 考

令和７年６月 ８日 １０，０００ 円

令和７年６月 ９日 １０，０００ 円

令和７年６月１０日 １０，０００ 円

令和７年６月１１日 １０，０００ 円

令和７年６月１２日 １０，０００ 円

令和７年６月１３日 １０，０００ 円

令和７年６月１４日 １０，０００ 円

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第14号様式（第６条関係）

請 求 書

（個別方式・運転手）

中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例第４条第１項の規定により、

下記の金額の支払を請求します。

令和７年６月１６日

中間市長 様

氏名又は名称 甲 山 乙 男 ㊞

住 所 福岡県中間市○×二丁目△番◆号

法人のときは

代表者の氏名 印

（TEL ０９０ - ×××× - ×××× ）

記

備考

１ この請求書は、候補者から受領した選挙運動用自動車使用証明書（運転手）とともに選挙の

期日後速やかに提出してください。

２ 候補者が供託物を没収された場合は、中間市に公費の支払を請求することはできません。

１ 請求金額 円

２ 内 訳 別紙請求内訳書のとおり

３ 令和７年 ６月１５日執行 中間市長選挙

４ 候補者氏名

５ 振込先

金 融 機 関 名 ○○銀行 本・支店名 □□支店

金融機関コード ××× 支店コード △△△

預 貯 金 種 別 普通 口 座 番 号 ×××××××

フ リ ガ ナ ○○○○○○○○○○○○○○

口 座 名 甲 山 乙 男

７０，０００

当 選 大 吉

（記 入 例）
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（別紙）

請求内訳書（一般乗用旅客自動車運送事業者以外の者との契約により自動車を使用した場合）

候補者氏名

(ウ) 運転手

備考

「請求金額(Ｃ)」欄は、「報酬(Ａ)」欄又は「基準限度額(Ｂ)」欄のいずれか少ない方の額を記

載してください。

雇 用 年 月 日 報 酬 ( Ａ ) 基準限度額 (Ｂ ) 請 求 金 額 ( Ｃ )

令和７年

６月 ８日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月 ９日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月１０日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月１１日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月１２日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月１３日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

令和７年

６月１４日
１０，０００ 円 １万2,500円 １０，０００ 円

計 ７０，０００ 円

当 選 大 吉
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（記 入 例）

選挙運動用ポスター作成契約書

発注者（候補者） （以下「甲」という。）と

受注者 （以下「乙」という。）との間に

選挙運動用ポスターの作成に関し、次のとおり契約を締結するものとする。

第１条 契約する選挙運動用ポスターの規格品質、作成契約枚数、契約単価及び契約金額

は、別表のとおりとする。

第２条 納入期限は、令和７年 ６月 ８日とする。

第３条 この契約に定めるもののほか、必要な事項は甲、乙協議して定めるものとする。

令和 ７ 年 ５ 月 １７ 日

甲 発注者（候補者）

住 所

氏 名 ㊞

乙 受注者

住 所

氏 名 ㊞

（別 表）

規 格 品 質 作成契約枚数
契 約 単 価

（消費税込み）
契 約 金 額

コート紙等 １００枚

１枚

２，７５０

円

２７５，０００

円

当 選 大 吉

（株）ＡＢＣ印刷

当 選 大 吉

福岡県中間市●△二丁目５番８号

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

（株）ＡＢＣ印刷

代表取締役 印刷 花子
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別記第２号様式（第２条関係）

ポスター作成契約届出書

次のとおりポスターの作成契約を締結したので届け出ます。

令和７年 ６月 ８日

中間市選挙管理委員会

委員長 原 田 慶 雄 様

令和７年 ６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

契約に関する書面の写しを添付してください。

契約年月日

契約の相手方の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあってはその代

表者の氏名

契 約 内 容

備 考

作 成 契 約

枚 数

作 成 契 約

金 額

１枚当たり

単 価

令和７年

５月１７日

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号
(株) Ａ Ｂ Ｃ 印 刷
代表取締役 印 刷 花 子

(TEL 093- ×××- ××××)

１００
枚

275,000
円

2,750
円

年

月 日
(TEL - - )

枚 円 円

年

月 日
(TEL - - )

枚 円 円

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第５号様式（第３条関係）

ポスター作成枚数確認申請書

次のとおり、ポスター作成枚数につき、中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担

に関する条例第４条第３項の規定による確認を受けたいので申請します。

令和７年６月１６日

中間市選挙管理委員会

委員長 原 田 慶 雄 様

令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

１ この申請書は、ポスター作成業者ごとに別々に候補者から中間市選挙管理委員会に提出して

ください。

２ この申請書は、ポスター作成枚数について公費負担の対象となるものの確認を受けるための

ものです。

３ 「前回までの累積枚数(ａ)」欄は、他のポスター作成業者によって作成された枚数も含めて

記載してください。

契 約 年 月 日 令和７年 ５月 １７日

契

約

の

相

手

方

(１) 氏名又は名称 (株) Ａ Ｂ Ｃ 印 刷

(２) 住 所 福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

(３) 法人の場合は
代表者の氏名

代表取締役 印 刷 花 子

(TEL ０９３ - ×××× - ××××)

確 認 申 請 枚 数 １００ 枚

区 分 作 成 枚 数 左のうち確認済又は確認申請枚数

前回までの累積枚数(ａ) ０ 枚 ０ 枚

今 回 の 枚 数 ( ｂ ) １００ 枚 １００ 枚

枚数計(ａ)＋(ｂ) １００ 枚 １００ 枚

備 考

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第10号様式（第５条関係）

ポスター作成証明書

次のとおりポスターを作成したものであることを証明します。

令和７年６月１６日

令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

候補者氏名 ○印

備考

１ この証明書は、作成した実績に基づいてポスター作成業者ごとに別々に作成し、候補者から

ポスター作成業者に提出してください。

２ ポスター作成業者が中間市に公費の支払を請求するときは、この証明書を請求書に添付して

ください。

３ この証明書を発行した候補者について供託物が没収された場合は、ポスター作成業者は、中

間市に公費の支払を請求することはできません。

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれぞれの契約に基づく公費負担の限

度額は、次のとおりです。

(１) 枚数 当該選挙区におけるポスター掲示場数に相当する枚数

(２) 限度額 限度額＝単価×確認された作成枚数

単価＝

※１円未満の端数は切上げ

ポスター作成業者の
氏名又は名称及び住所
並びに法人にあっては
そ の 代 表 者 の 氏 名

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

(株) Ａ Ｂ Ｃ 印 刷

代表取締役 印 刷 花 子

(TEL ０９３ - ××× - ×××× )

作 成 枚 数 １００ 枚

作 成 金 額 ２７５，０００ 円

当該選挙区における
ポ ス タ ー 掲 示 場 数

75 箇所

31万6,250円+（541円31銭×ポスター掲示場数（75））

ポスター掲示場数（75）

当 選 大 吉

（記 入 例）
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別記第15号様式（第６条関係）

請 求 書

（ポスターの作成）

中間市議会議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例第４条第１項の規定により、

下記の金額の支払を請求します。

令和７年６月１６日

中間市長 様

氏名又は名称 (株) Ａ Ｂ Ｃ 印 刷 ㊞

住 所 福岡県北九州市○×二丁目△番◆号

法人のときは

代表者の氏名 代表取締役 印 刷 花 子 印

（TEL ０９３ - ××× - ×××× ）

記

備考

１ この請求書は、候補者から受領したポスター作成枚数確認書及びポスター作成証明書ととも

に選挙の期日後速やかに提出してください。

２ 候補者が供託物を没収された場合は、中間市に公費の支払を請求することはできません。

１ 請求金額 円

２ 内 訳 別紙請求内訳書のとおり

３ 令和７年６月１５日執行 中間市長選挙

４ 候補者氏名

５ 振込先

金 融 機 関 名 ○○銀行 本・支店名 □□支店

金融機関コード ××× 支店コード △△△

預 貯 金 種 別 普通 口 座 番 号 ×××××××

フ リ ガ ナ ○○○○○○○○○○○○○○

口 座 名 (株)ＡＢＣ印 刷 代表取締役 印刷 花子

２０６，２５０

当 選 大 吉

（記 入 例）
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（別紙）

請求内訳書（ポスターの作成）

候補者氏名

備考

１ 「単価(Ｇ)」欄は、「単価(Ａ)」欄又は「単価(Ｄ)」欄のいずれか少ない方の額を記載してく

ださい。

２ 「枚数(Ｈ)」欄は、「枚数(Ｂ)」欄又は「枚数(Ｅ)」欄のいずれか少ない方の額を記載してく

ださい。

選挙区に

お け る

ポスター

掲示場数

作 成 金 額 基 準 限 度 額 請 求 金 額

単 価

(Ａ)

枚数

(Ｂ)

金 額

(Ａ)×(Ｂ)＝(Ｃ)

単価

(Ｄ)

枚数

(Ｅ)

金 額

(Ｄ)×(Ｅ)＝(Ｆ)

単 価

(Ｇ)

枚数

(Ｈ)

金 額

(Ｇ)×(Ｈ)＝(Ｉ)

75

箇所

2,750

円

100

枚

275,000

円

4,758

円

75

枚

35万6,850

円

2,750

円

75

枚

206,250

円

当 選 大 吉

-72-



（記 入 例）

候補者の氏名　　　　　　　　    　　

ポスター作成業者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあってはその代表者の氏名

枚(a)

※作成金額には、上記2(b)の合計額を、作成契約枚数には、上記1(a)の枚数を用いて作成単価
(c)を算出し、円未満の端数がある場合は、銭の単位まで(銭未満切捨て)記入ください。

銭 枚 円(A)

※単価には、上記3(c)の額が下記により算出した額(以下「基準限度額単価」という。)以下の
場合はその額を、基準限度額単価を超える場合は、基準限度額単価を用いて作成公費対象額を
算出してください。

(541円31銭×ポスター掲示場数(75))

備　考

　１　このポスター作成仕様書は、契約締結時にポスター作成業者から候補者に提出し、候補者は
  　届出時にこの写しを選挙管理委員会へ提出してください。
　２　公費負担の対象となる経費は、上記4(A)の額(ポスター掲示場に掲示する選挙運動用ポスター
 　 枚数）に係る経費であり、その他の印刷物は公費負担の対象となりません。

ポスター作成仕様書
令和７年　５月１７日

当選　大吉 様

 １　ポスターの仕様

作成枚数 規格・サイズ 配色 その他の仕様

 ２　ポスター作成内訳金額 (企画デザイン代、写真撮影代、インク代、用紙代、印刷代等の項目ごとの金額)

項目 数量 単価 金額

写真撮影 1 ２０，０００円 ２０，０００円

デザイン提案 1 ３０，０００円 ３０，０００円

印刷 100 １５００円 １５０，０００円

表面耐候加工 100 ５００円 ５０，０００円

円 円

円 円

円 円

円 円

消費税 ２５，０００円

合　計 ２７５，０００円(b)

３　ポスターの作成単価

作成金額 作成契約枚数 作成単価

２７５，０００円(b)          １００　枚（a) ２，７５０円　　銭(c)

４　ポスターの作成公費対象額

単価 枚数(ポスター掲示場数が上限) 作成公費対象額

2,750 円 75 206,250

316,250円 ＋
ポスター掲示場数(75)

福岡県北九州市○×二丁目△番◆号
(株)ＡＢＣ印刷

代表取締役　印刷　花子

100 420ｍｍ×300ｍｍ ４＋０ 合成紙

÷ ＝

× ＝

＝
基準限度額単価(1円未満の端数切上げ)
4,758円

-73-



９　確認団体について

　市長選挙においては、告示日から投票日までの間、政党その他の
政治活動を行う団体の活動のうち、特定の態様、方法による政治活
動が原則として禁止されています。
  しかしながら、一定の要件を備えた政治団体が、所定の手続きを
経て「確認団体」となった場合には、市長選挙の告示日から投票日
の前日までの間、例外として一定の態様、方法による政治活動がで
きます。
  団体の確認申請から始まる一連の手続きに際し、ご参照くださ
い。
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　１．確認団体の要件

確認団体とは

所 属 候 補 者

政治団体の届出

確認団体の申請

　確認団体となるためには、次の(１)、(２)の要件が必要です。

 (１) 市長選挙において、所属候補者又は支援候補者を有する政治

   団体であること。

  「所属候補者」とは、立候補届出書に当該政治団体に所属する旨の

   届出がされたものをいいます。

  「支援候補者」とは、立候補届出書に無所属として届出された者で

   当該政治団体が推薦又は支持するものとして本人の同意があった

   ものをいいます。

     なお、一の確認団体の所属候補者又は支援候補者となった者は、

   他の政治団体の所属（ 支援 ）候補者となることはできません。

   　確認団体となるためには、あらかじめ、政治資金規正法第６条

　 の規定にしたがって、政治団体の届出をしておく必要があります。

     届出は、県内に主たる事務所を置く団体であれば福岡県選挙管

   理委員会に対し「設立届」に団体の「規約・綱領」等を添えて

   直接行うことになります。

   福岡県選挙管理委員会

     所 在 地    福岡市博多区東公園７番７号（県庁９階）

     電話番号   （０９２）６４３－３０７７

 (２) 「所属候補者」又は「支援候補者」を有する政治団体が、

    次に述べる手続により、当市の選挙管理委員会（以下「市選管」

    という）に政治団体確認申請書を提出して、確認を受け確認書

    の交付を受けてください。
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　２．確認団体の申請手続

(1) 必 要 書 類 政治団体の確認申請には、次の書類が必要です。

整 理
申請書類及び添付書類 部 数

番 号

１  政治団体確認申請書

２
 当該団体の支援候補者とされることの本人の
 同意書(無所属の場合のみ)

３  綱領又は規約

４  役員名簿

５  最近の予算書

(２)申請受付の

 期間及び時間

確認団体申請受付期間及び時間

①  期   間     ６月８日から６月１４日まで

②　時　 間　　 午前８時３０分から午後５時まで

(３)確認書類等

 の交付

　市選管は、提出された関係書類を審査し、確認団体としての要件
を 満たしていると認めたときは、次のものを交付します。

交付書類等 部　数

 １　確認書 １部

 ２　政治活動用自動車表示板 １部

 ３　政治活動用ポスター証紙 １,０００枚

 ４　政談演説会告知用立札、看板類の証票 １回５個

　(注)  ４については、開催届提出の際に交付します。

　　　　

各　

一　

部

 (注)①  国会に議席を有している政党の場合は、３以下の書の添付

     ②  綱領、規約、役員名簿は、特に様式が定まっていないので、

         内容がわかるものであれば差し支えありません。

法201の９

法270

法201の9③

法211の11

③、④、⑧
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　３．確認団体ができる政治活動

(１)政談演説会

 の開催

　政談演説会とは、政治団体がその政治活動として、政策の普及宣

言を目的として行う演説会をいい、次の範囲内で行うことができま

す。

① 開催回数

市内で２回開催できます。

② 開催の届出(法201の11②)

　開催届出用紙に所要事項を記入の上、施設の使用関係を　
証する書面（様式例は次のとおり）を添えて、市選管に　　
提出して下さい。

政談演説会施設使用許可(承諾)証明書の様式例

施設使用許可(承諾)証明書

1 使用施設の名称

2 使用施設の所在地

3 使　用　目　的　　　　　政談演説会の開催

4 使　用　日　時　　　　　　時　 分から　　時　　分まで

5 政治団体名 所　在　地

政治団体名

政治団体名は、本部の名称とし、所在地は本部の事務所の

所在地に代えて、支部の事務所の所在地を記載して差し支

えない。

　上記のとおり当施設の使用を許可(承諾)していることを
証明する。

　　　　年　　月　　日

施 設 名

所 在 地

Ｔ Ｅ Ｌ

施 設 長 印

　確認団体は、市長選挙の告示日から投票日の前日までの間、すな

わち６月８日から６月１４日までの間に次に述べる方法によって政

治活動を行うことができます。

(法201の9①ただし書)

(法201の9①Ⅰ)
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③ 演説の内容

ア

イ 　候補者(市長)自身も、従たる範囲内で自己の選挙運動の演
説をすることができます。

ウ

エ

(２)街頭政談演

　説の開催

　街頭政談演説は、政策の普及宣伝及び演説の告知のために使用す

る自動車(政治活動用自動車後掲(６))の停止した車上及びその周辺

でなければ開催することができません。

① 開催回数

制限はありません。

② 時間及び場所

ア 　午前８時から午後８時までの間に限り開催できます。

イ 　学校、病院、その他療養施設の周辺では、静穏の保持に努

めなければなりません。

ウ 　長時間にわたり同一の場所にとどまってすることのないよ

うに努めなければなりません。

③ 演説の内容

前記「政談演説会の演説内容」と同じです。

　政談演説会では、政策の普及、宣伝が主であるほか、従た

る範囲内において市長候補者の推薦、支持その他選挙運動の

ための演説もすることができます。

（法201の11①）

　政談演説会では、政治活動のための連呼行為をすることは

できますが、選挙運動のための連呼行為はすることができま

せん。

（法201の13①）

　同時に行われる市議会議員選挙の候補者は、政談演説会で
弁士として政策の普及宣伝や従たる範囲で市長候補者のため
の選挙運動ができますが、自分の選挙運動のための演説はで
きません。

(法201の9①Ⅱ)
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(３)政治活動用

ポスターの掲示

① 規格及び枚数

ア 規　格 長さ８５cm×幅６０cm 

イ 枚　数 １,０００枚以内

② 記載内容

ア

イ

③ 証紙の貼付

　ポスターには、市選管が交付する証紙を表面に貼らなけれ

ばなりません。(法201の11④)

④ 掲示場所

ア 　国、地方公共団体が所有し又は管理するものには掲示する

ことができません。(法201の11⑥ )
　ただし、橋りょう、電柱、公営住宅等は除外されています

が、管理者等の許可を得なければ掲示できません。

イ

⑤ 撤　去

　ポスターは、選挙の当日（投票日）もそのまま掲示してお

くことができますが、投票日後速やかに撤去しなければなり

ません。(法201の11⑦ )

　ポスターの記載内容は、純然たる政治活動のほか所属候補

者、支援候補者の選挙運動にわたる内容を記載することもで

きます。

　ただし、特定候補者の氏名又はその氏名が類推されるよう

な事項を記載することはできません。(法201の9② )

　ポスターの表面に当該政治団体の名称、掲示責任者、印刷

者の氏名（法人の場合はその名称）及び住所を記載しなけれ

ばなりません。

(法201の11⑤ )

　他人の工作物に掲示しようとするときは、必ずその居住

者、居住者がいない場合は管理者、所有者の承諾を得てくだ

さい。無断で掲示した場合は、居住者等で撤去できることに

なっています。

(法201の9①Ⅳ)
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(４)立札、看板

　の類の掲示

① 掲示できるもの

ア 　政談演説会開催告知用のもの及びその会場内で使用するも

の。

イ 　政治活動用自動車に取り付けて使用するもの。

② 規格及び枚数

ア 　規格については制限がありませんが政治活動用の自動車に

取り付ける看板等については、自動車の積載制限により「高

さ」「幅」等に制限を受けます。

イ 　政談演説会告知用については、１回の政談演説会ごとに立

札、看板の類を通じて５個以内に限られます。ただし、会場

内で使用するものについては枚数に制限はありません。

③ 記載内容

ア

イ 　政談演説会告知用の立札、その表面に掲示責任者の氏名及

び住所を記載しなければなりません。(法201の11⑨ )

④ 表　示

　政談演説会告知用立札、看板の類には政談演説会開催届出

の際に市選管が交付する「証票」を貼らなければなりませ

ん。(法201の11⑧ )

⑤ 掲示場所

　政談演説会告知用立札、看板の類の掲示箇所については、

ポスターの掲示箇所と同様の制限があります。

⑥ 撤　去

　政談演説会を終了したとき、又は政治活動用自動車の使用

をやめたときは、直ちに立札、看板の類を撤去しなければな

りません。(法201の11⑩ )

　純然たる政治活動に限られ、所属候補者、支援候補者の選
挙運動のために使用することはできません。もちろん、候補
者の氏名や候補者の氏名が類推されるような記載はできませ
ん。(法201の13①Ⅱ)

　ただし、国、地方公共団体等が所有し、管理する施設で
あっても政談演説会開催当日、その会場内及び会場前並びに
公園、広場、緑地及び道路には管理者等の許可を得て掲示す
ることができます。(法201の11⑥、規則31の3② )

(法201の9①Ⅴ)
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(５)政治活動用

　ビラの頒布

① 種　類

　市選管に届け出たものを２種類以内

　なお、政治活動用ビラ届出書には、ビラの種類ごとに見本
２枚を添付してください。

② 規格及び枚数

　規格及び枚数に制限はありません。

③ 記載内容

ア 　政治活動用ポスターの場合と同じです。

イ 　ビラの表面には、政治団体の名称、選挙の種類及び政治活

動用ビラである旨を表示する記号（例「法定ビラ１号」）を

記載しなければなりません。(法201の11⑤ )

④ 頒布方法

　政談演説会場や街頭で通行人に直接手渡したり、郵便、新

聞折込みの方法によって頒布することができます。
　なお、ビラを散布（ばらまく）することや国、地方公共団

体が所有又は管理する建物（政談演説会場での場合を除く）

において頒布することは禁止されています。(法201の13①Ⅲ)

(６)政治活動用
　自動車及び拡
　声機の使用

① 自動車の台数

　自動車の台数は、確認団体の本部及び支部を通じて１台に

限られます。

　ただし、自動車の種類に制限はありません。

② 拡声機の使用

　拡声機の使用は、政談演説会の会場、街頭政談演説の場所

及び前記①の自動車の車上に限られます。

③ 自動車の表示

　政治活動用自動車には、市選管が交付した表示板を自動車

の前面その他見やすい箇所にその使用中掲示しておかなけれ

ばなりません。(法201の11③ )

(法201の9①Ⅵ)

法201の9①

Ⅲ、Ⅲの2

-81-



(７)連 呼 行 為 　政治活動のための連呼行為は、次の場合に限り行うことができま
す。

① 連呼行為のできる範囲

ア 　政談演説会場及び街頭政談演説の場所においてする場合

イ 　午前８時から午後８時までの間に限り、政治活動用自動車

の上においてする場合

② 連呼行為の制限 (法201の13② )

ア 　学校、病院その他療養施設の周辺では、静穏の保持に努

め、授業、療養等の妨げにならないよう注意しなければなり

ません。

イ  連呼行為の内容は、純然たる政治活動に限られ、選挙運動に

わたる内容の連呼はできません。

(８)政治団体の
機関紙誌の発行

　政党その他の政治団体の発行する新聞紙及び雑誌は、市長選挙の

期間中に限って、確認団体の届出新聞紙及び雑誌でなければ、その

選挙に関する報道及び評論を掲載することはできません。

① 　報道、評論を掲載できる機関紙誌は次の要件を備えること

が必要です。

ア 　確認団体の本部において直接発行するもの

イ 　機関紙誌届出書により市選管に届出したもの各１種類

　　なお、届出に際しては、見本の機関紙誌を各１部
     提出してください。

② 　頒布、掲示の方法

ア

イ 　届出機関紙誌であっても、引き続いて発行されている期間

が６ヶ月未満のものは、政談演説会の会場内に限って頒布で

き、他の場所ではできません。

ウ 　届出機関紙であっても、当該機関紙の号外等で、選挙に関

する報道、評論を掲載したものは頒布することができませ

ん。

機関紙誌の号外
の禁止

　届出機関紙誌は、通常方法（市長選挙の告示前６ヶ月前か

ら平常行われていた方法で臨時若しくは特別の方法を含まな

い）で頒布し、又は県選管の指定する場所（当該新聞紙、雑

誌を掲示することを常例とする場所）に掲示することができ

ます。

　また、号外等で、選挙に関する報道、評論を掲載していな

いものであっても、特定の候補者の氏名又はその氏名が類推

されるような事項が記載されているときは、選挙区内で頒布

することはできません。

法201の13

①

（法201の14）

（法201の14③）
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　４．政治団体(確認団体)の収支報告

  収入、支出

  の報告

　市長選挙のための確認団体は、政治資金規正法第１２条の規定に

より、毎年１２月３１日現在でその年の収入、支出を計算し、翌年

３月３１日までに主たる事務所のある県選挙管理委員会に報告しな

ければなりません。
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